
一般社団法人

２０１４年１２月２０日発行

2014 Vol.56 No.5

目 次
上延富久治先生のご逝去を悼む …………………………………………………３４４
巻頭言
◆養護教諭養成教育機関の現状と課題 …………………………………………３４６

岡田加奈子
原 著研究報告
◆沖縄県の高校生における危険行動の推移：２００２年～２０１２年 ………………３４７

高倉 実，宮城 政也
◆高校生の携帯電話依存傾向と身体的・心理的自覚症状との関連 …………３５６

村井 伸子，戸部 秀之
原 著資 料
◆特別支援学校における性教育の実施状況およびニーズについての文献的検討

～全国を対象とした文献に焦点をあてて～ …………………………………３６７
光武 智美

◆保健体育教師を志望する学生の保健授業観に関する研究 …………………３７６
嘉数 健悟



上延富久治先生のご逝去を悼む ……………………………………………………………………………………３４４

巻頭言

岡田加奈子
養護教諭養成教育機関の現状と課題 ……………………………………………………………………３４６

研究報告

高倉 実，宮城 政也
沖縄県の高校生における危険行動の推移：２００２年～２０１２年 …………………………………………３４７

村井 伸子，戸部 秀之
高校生の携帯電話依存傾向と身体的・心理的自覚症状との関連 ……………………………………３５６

資 料

光武 智美
特別支援学校における性教育の実施状況およびニーズについての文献的検討
～全国を対象とした文献に焦点をあてて～ ……………………………………………………………３６７

嘉数 健悟
保健体育教師を志望する学生の保健授業観に関する研究 ……………………………………………３７６

School Health

佐藤 由美，山田 淳子，桐生 育恵，井出 成美，齋藤 智子，結城 恵
Circumstances and Issues Relating to School Health Management in Brazilian Schools
in Japan………………………………………………………………………………………………………３８３

会 報

一般社団法人日本学校保健学会第７回理事会（議事録） ………………………………………………３８４
機関誌「学校保健研究」投稿規定 …………………………………………………………………………３８８

編集後記 ………………………………………………………………………………………………………３９２

第５６巻 第５号
目 次

３４３



故 上延富久治 先生 略歴
昭和６年４月１９日生

１９５５年６月 大阪学芸大学教育学部（理科・保健専攻）卒業
１９５５年１０月 吹田市立第二中学校教諭
１９６１年４月 大阪学芸大学 助手
１９６５年２月 医学博士（東京女子医科大学）
１９６６年４月 大阪学芸大学養護教諭養成所 助教授
１９６７年６月 学名変更により大阪教育大学養護教諭養成所 助教授

この間日本学校保健学会評議員を歴任
１９７７年４月 大阪教育大学教育学部 助教授
１９７９年４月 大阪教育大学教育学部 教授
１９９４年１１月 第４１回日本学校保健学会 会長
１９９７年３月 大阪教育大学 定年退職
１９９７年４月 大阪教育大学 名誉教授
２０１４年９月 逝去 享年８３歳
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上延富久治先生のご逝去を悼む

平成２６年９月１０日に日本学校保健学会名誉会員（大阪教育大学名誉教授）上延富久治先生が，ご逝去されました．５
月の連休に病室からお電話をいただき，手術を受けるというお話を伺いました．その後，無事退院され安心していた
のですが，８月１８日に救急車で病院に運ばれたということを人伝に知り，病室にお見舞いに伺いました．先生が弱音
をはかれることは珍しい事でしたので，「さすがに今回はきついな」とおっしゃった先生の一言が忘れられません．

上延先生には，職場の上司というだけでなく，私的な面でも大変かわいがって頂きました．研究の面では厳しくご
指導いただきましたが，仕事が終わった後は，楽しいお酒の飲み方を教えていただいたように思います．もう３０年も
前の話になりますが，私が結婚したのを境に，先生の奥様のご意見に従って，お酒に誘われる機会が減りました．し
かし回数は減りましたが，以前よりはより高級な北新地および大阪ミナミのお店に誘って下さいました．大学の後輩
であり，元同僚の立場で，ここに追悼の一文をささげます．

上延先生は，大阪学芸大学在学中に結核のため，一年あまり休学されました．この事が先生のその後の進路決定に
際して，大きな出来事となったとおっしゃっていました．その後中学校の教諭をなされ，縁あって母校の大阪学芸大
学に助手として奉職されました．当時の大阪学芸大学は学科制が残っており，保健学科は，伊東祐一先生（学校保健
学・温泉学），目黒庸雄先生（細菌学・免疫学），榊原栄一先生（衛生学・免疫学）といった著名な教授陣で構成され
ていました．上延先生は榊原栄一教授に師事され，衛生学および免疫学に関する研究に従事されました．榊原先生の
ご指導は，とても厳しかったとよく話をされていました．私が母校大阪教育大学に務めたのが昭和５２年ですので，ご
退官されていた伊東先生がまだお元気で，度々上延先生を訪ねてこられました．伊東先生をご紹介下さり，保健学科
の歴史や日本学校保健学会の事を両先生からお伺いすることが出来ました．ちょうど私自身が日本学校保健学会での
活動を始めた時期でしたので，お二人からお教えいただいたことは，大変貴重なものとなりました．

上延先生の研究業績は，抗変異原作用を有する物質に関する研究，抗体動員物質の本体に関する研究および学校保
健学に関する研究と大きく３つに分類することが出来ます．学校保健学に関するものとしては，幼児の清潔習慣に関
する研究および学校管理下における事故災害に関する研究があげられ，これらは学校保健研究に掲載されました．学
会活動では評議員を歴任され，平成６年の第４１回日本学校保健学会では，学会長という大役を務められました．「輝
く未来を子らの手に」という統一テーマを基に，様々な企画を取り入れられました．河合隼雄先生（京都大学・国際
日本文化研究センター名誉教授）を講師に迎え，「心の健康」とはなにかと題して特別講演を企画されました．また
早川一光先生（総合人間科学研究所長・京都堀川病院顧問）には，「親守り子育て人の道」―ぼけを見つめて―と題
してご講演を依頼され，上延先生ご自身が座長を務められました．今では一般化しました市民向けの特別企画も取り
入れられ，名だたる先生方を講師に迎え，その中には，人間国宝であり日本芸術院会員である茂山千作さんと一門に
よる狂言も取り入れられました．このような幅広い人脈をどのようにして築かれてこられたかはいまだに謎ですが，
この時の学会運営に携った者の一人として今でも誇れる学会だったと思っています．

大阪教育大学ご退職の後は，悠々自適の生活を送っておられましたが，ゴルフを始められたと聞き，何事にもチャ
レンジされる精神は，ご退職後も旺盛だと感じていました．また先生の多方面にわたる人脈はこういったことからう
まれたのかなと拝察しておりました．そして先生の薫陶を受けた教え子達は，教育現場や研究分野で活躍しておりま
す．

ご葬儀は，９月１２日に家族葬で執り行われました．前日のお通夜にお邪魔したのですが，和服（つむぎ）を着てお
られ，今にも「白石君」とお声をかけて下さるのではないかと思いました．そしてとても穏やかなお顔をなさってい
ました．長い間賜りましたご厚情に感謝しながら，帰路につきました．

上延先生は，様々な思い出を我々後輩に残して鬼籍に入られました．もう先生のカンツォーネを聴くことは叶いま
せんが，心からご冥福をお祈り申し上げます．

（日本学校保健学会理事・大阪教育大学教授 白石 龍生）
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養護教諭に求められる役割

養護教諭は，「養護をつかさどる」専門職として，子
どもたちの健康・発達ニーズに寄り添い，救急処置活動
を行いながら，健康教育，健康相談，連携・協働のコー
ディネーター等と「養護」という機能を拡大させてきた．
そして，数々の大震災後から見えてきた，子どもたちの
心身の健康課題に対する“災害養護”という役割も重要
と感じている．

中央教育審議会「子どもの心身の健康を守り，安全・
安心を確保するために学校全体としての取組を進めるた
めの方策について」（答申）（平成２０年１月１７日）におい
ては，養護教諭が「現在，救急処置，健康診断，疾病予
防などの保健管理，保健教育，健康相談活動，保健室経
営，保健組織活動などを行っている．」としたうえで，
養護教諭を「学校保健活動の推進に当たって中核的な役
割」と位置づけ，さらに，学校内外のコーディネーター
の役割を担う必要性を言及している．

まさにこれは，WHOが推奨しているヘルス・プロ
モーティング・スクール（HPS：健康的な学校づくり）
の推進者の役割を養護教諭が担っているということであ
る．シンガポール，韓国，台湾等ではHPS認証制度を導
入し，国を挙げて推進しているが，一方日本においては，
認証制度こそないが，養護教諭の存在が，HPSの推進者
として大きく貢献しているといえる．

養護教諭養成機関の現状

養護教諭の免許を取得するための養成教育機関は，養
護をつかさどる専門職として，上記のような幅広い役割
をになう養護教諭の基礎的資質・能力を保証する教育を
行なう責務を負う．養護教諭養成機関（課程認定大学等
数）は，大学（１１８校：国立２４，公立１４，私立８０），短期
大学（１７校すべて私立），大学院（５３校：国立２９，公立
４，私立２０），専攻科（私立１校），短期大学専攻科（私
立５校），指定教員養成機関と多様である（文部科学省
初等中等教育局教職員課調べ，２０１２年９月時点）．年々
その数が増加している一方，養成大学のない県も２割程
度存在し，免許更新講習等では，様々な影響がでている．

また大学に限ってみても，教員免許取得の開放制の原
則により，多様な学部・学科で養成がされており，教育
系（教員養成を主としている学部，学科：教育学部等），
看護系（看護師養成を主としながら看護師免許状に加え

て養護教諭免許状を取得できる学部・学科：看護学部，
看護学科等），以外に，学際系（上記２系以外の学部・
学科：福祉系，栄養系，体育系，人文系，家政系，健康
系の学部・学科等）がある．その割合は，教育系が２割
程度，看護系が５割程度，学際系が３割程度である．

そのような背景の中で，多種類の免許状を取得する
（看護師養成を主としながら看護師免許状に加えて養護
教諭免許状を取得できる大学）などの場合は一部で，過
密カリキュラム，免許法規定最低限の科目開設，授業の
読み替え（本来養護教諭の養成目的ではない科目を，関
連科目で代用させること）の問題も生じてきている．ま
た，短期大学・短期大学部では，２年間といった限られ
た年限での教育のため，養護教諭としての最低限の資質
を担保するために，より多くの努力が強いられている．
このような背景の中，よりよい養護教諭養成教育を行う
ことを目指して，短期大学・大学が相互に連携・協力す
るために，２００５年日本養護教諭養成大学協議会が発足し，
現在１１７校（１０４大学，１３短期大学）が，所属している
（２０１４年８月時点）．

教育職員免許法

多様な養成機関の質を担保するうえで重要なのは，教
育職員免許法である．養護教諭に関わる教育職員免許法
は，制定当時は看護婦（現：看護師）養成教育の枠組み
が参考にされた．その後，看護師その他保健関係職種は
カリキュラム改革がなされる中，養護教諭養成に関して
は，１９９８年に教育職員免許法施行規則の一部改正が行わ
れ，養護に関する科目に「養護概説」「健康相談活動の
理論及び方法」が追加された．教育職員免許法の中でも，
養護教諭の専門性を担保する「養護に関する科目」は，
現代における養護教諭の役割に対する期待や必要性にみ
あう，最低限の資質・能力を保証するものでなくてはな
らない．しかしながら，役割の拡大とともに，検討が必
要な部分も出てきている．

子どもたちの健康・発達課題が複雑化していく現在，
養護教諭に求められる役割も多様になってきている．日
本養護教諭養成大学協議会は，養成大学相互に，また学
校現場や行政と共に，力を合わせ，関連学会と連動しな
がら養成教育の基盤整備や大学の養成教育の質を高めて
いく所存である．

（千葉大学，日本養護教諭養成大学協議会・会長）

養護教諭養成教育機関の現状と課題
岡 田 加奈子

Current State of and Challenges Facing Educational Institutions for Student Yogo Teachers

Kanako Okada

巻頭言
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Ⅰ．はじめに

青少年期は一般的に病気にかかりにくく，死亡率もす
べての年齢層のうちで最も低く，生涯の中でもっとも健
康な時期であると言えよう．一方，この時期に，人々の
健康に短期および長期にわたって影響をおよぼす危険行

動の多くが開始されることもよく知られている１）．青少
年の主要死因については，交通事故をはじめとする不慮
の事故や自殺等の危険行動にかかわる外因死が多くの割
合を占める２）．さらに，学校教育の観点からみると，青
少年の危険行動が学力低下の危険因子になる一方，学力
向上は彼らの健康を維持増進させるだけでなく，危険行

沖縄県の高校生における危険行動の推移：
２００２年～２０１２年

高 倉 実＊１，宮 城 政 也＊２

＊１琉球大学医学部
＊２琉球大学教育学部

Health Risk Behaviors in High School Students in Okinawa, Japan：
Trends from２００２to２０１２

Minoru Takakura＊１ Masaya Miyagi＊２

＊１Faculty of Medicine, University of the Ryukyus
＊２Faculty of Education, University of the Ryukyus

The aim of this study was to estimate trends in selected health-risk behaviors among Japanese high school
students in Okinawa prefecture from２００２to２０１２.
The study samples were２，８５２students from２５public high schools in２００２,２，８９２students from２５public

high schools in２００５,３，２４８ students from２９public high schools in ２００８, and ３，３８６ students from３０ public
high schools in ２０１２. Data from self-administered anonymous surveys were analyzed to assess linear and
quadratic trends in the percentage of students who engaged in selected health-risk behaviors. Behaviors
studied included those that contribute to injuries, cigarette use, alcohol and other drug use, sexual behaviors,
and dietary behaviors.
There was a significant linear increase in motorcycle helmet use and in seatbelt use and decrease in a ride

with drinking driver. In boys, carrying a weapon and having been in a physical fight showed a significant
quadratic trend and increased from２００２to２００５and then decreased during２００８―２０１２. The trends in lifetime
cigarette use, early initiation of cigarette use, current cigarette use, current frequent cigarette use, and
smoking more than１０cigarettes per day decreased over time. Lifetime alcohol use, early initiation of alcohol
use, current alcohol use, and episodic heavy drinking also decreased over time. Those who have been offered,
sold, or given an illegal drug by someone increased during２００２―２００８and then decreased during２００８―２０１２.
In boys, thinner inhalation increased from２００２ to２００５and then decreased from２００５ to ２０１２. A significant
linear decrease in sexual experience was detected. Those having drunk alcohol or used drugs before last sex-
ual intercourse was also deceased over time. The prevalence of condom use during their last sexual inter-
course increased from ２００２ to ２００５ and then decreased during ２００８―２０１２. Those having described them-
selves as overweight decreased linearly, and those who have eaten vegetables during the ７ days before the
survey did not change during２００２―２００８and then increased in２０１２. In girls, unhealthy weight control behav-
iors such as the use of diet pills and forcing oneself to vomit decreased over time. In boys, those who have
eaten fruits during the７ days before the survey increased from２００２ to２００５and then decreased from２００８
to２０１２.
This study shows that overall many health-risk behaviors among high school students in Okinawa im-

proved between２００２and２０１２. Conversely, condom use during their last sexual intercourse overall and hav-
ing eaten fruits among boys found to deteriorate in２０１２.

Key words：risk behavior, prevalence, secular trend
危険行動，出現割合，経年変化

研究報告
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動にかかわる可能性を弱めるという相互循環的な関連を
示すことが指摘されている３）４）．したがって，人々の健康
づくりだけでなく，学校教育の円滑な実施とその成果の
確保に資するためにも，青少年期における危険行動の一
次予防に焦点が当てられるべきであり，効果的な予防施
策を立案，実施，評価する上で，危険行動の実態や動向
を観察することは極めて重要となる．

著者らは，これまで沖縄県の高校生を対象に，２００２年，
２００５年，２００８年と危険行動の実態について全県調査を行
い，各行動の経年変化を推定してきた５）６）．その結果，
２００２年から２００８年にかけて，交通安全に関連する行動，
喫煙行動，飲酒行動，性交経験，コンドーム使用および
女子の危険なダイエット行動などに改善傾向がみられ，
違法薬物提供および男子の武器携帯に悪化傾向がみられ
たことを報告した６）．

本研究は，沖縄県の高校生の危険行動について２０１２年
に実施した継続調査の結果をこれまでの知見と比較し，
各行動の経年変化を検討したものである．

Ⅱ．対象と方法

対象集団は沖縄県全域の全日制県立高等学校の生徒で
ある．２００２年度は，全６６校から２５校（普通科高校１７校，
専門学科高校８校）を割当抽出し（抽出割合３７．９％），
各校の各学年１学級に在籍する生徒２，８５２名を標本とし
た．調査当日の欠席者１８９名を除いた２，６６３名から質問紙
を回収した（回収率９３．４％）．そのうち調査拒否者１１１名，
性別不明者１２名を除いた２，５４０名（男子１，２１９名，女子
１，３２１名）を分析に用いた（有効回答率９５．４％）．調査期
間は１１月～１２月であった．２００５年度は，全６７校から２５校
（普通科高校１７校，専門学科高校８校）を割当抽出し（抽
出割合３７．３％），各校の各学年１学級に在籍する生徒
２，８９２名を標本とした．調査当日の欠席者２３５名を除いた
２，６５７名から質問紙を回収した（回収率９１．９％）．そのう
ち調査拒否者１７４名，性別不明者１１名を除いた２，４７２名
（男子１，０５７名，女子１，４１５名）を分析に用いた（有効回
答率９３．０％）．調査期間は９月～１１月であった．２００８年
度は，全６３校から２９校（普通科高校１９校，専門学科高校
１０校）を確率比例抽出により無作為抽出し（抽出割合
４６．０％），各校の各学年１学級に在籍する生徒３，２４８名を
標本とした．調査当日の欠席者２４８名を除いた３，０００名か
ら質問紙を回収した（回収率９２．４％）．そのうち調査拒
否者１５０名を除いた２，８５０名（男子１，４２４名，女子１，４２６名）
を分析に用いた（有効回答率９５．０％）．調査期間は１０月～
１２月であった．２０１２年度は，全５９校から３０校（普通科高
校２０校，専門学科高校１０校）を確率比例抽出により無作
為抽出し（抽出割合５０．８％），各校の各学年１学級に在
籍する生徒３，３８６名を標本とした．調査当日の欠席者１６２
名を除く３，２２４名から調査用紙を回収した（回収率
９５．２％）．そのうち調査拒否者１９０名を除いた３，０３４名（男
子１，４３７名，女子１，５９７名）を分析に用いた（有効回答率

９４．１％）．調査期間は１０月～１２月であった．
調査は学級において無記名の自記式質問紙を用いて実

施した．調査手順は，著者らによって作成された調査手
引きに基づいて，学級担任が質問紙を生徒に配布し，記
入させ，回収用封筒に密封させて回収した．対象者個人
の自由意思により本研究に参加するかどうかを決定でき
る機会を保障するために，回答を拒否する手段として質
問紙を白紙で提出しても良いことや調査の途中であって
も回答を拒否することができること，研究参加を拒否し
ても何ら不利益を受けることがないこと等を口頭および
文書で説明した．なお，本研究の実施計画については，
２００２年と２００５年は琉球大学医学部医の倫理審査委員会，
２００８年と２０１２年は琉球大学疫学研究倫理審査員会の承認
を得ている．

危険行動に関する質問項目は，これまでの報告５）６）と同
様に，米国CDC Youth Risk Behavior Survey（YRBS）７）

の質問項目を適用した．分析に用いた質問項目は，傷害
関連行動７項目，喫煙６項目，飲酒・薬物使用６項目，
性行動５項目，食行動６項目の３０項目である．身体活動
項目は２００８年から異なった質問項目を使用したために除
外した．分析ではYRBS８）の分類にしたがい２カテゴリ
化し（附表参照），各行動の出現割合および標準誤差を
推定した．最近の性交時の飲酒・薬物使用およびコン
ドーム使用については，分母を性交経験者に改変して出
現割合を算出した．これらの質問項目は日本の高校生に
ついて再テスト信頼性が確認されている９）．いくつかの
危険行動の出現割合に大きな性差があると予測されたた
めに，分析は男女別に行った．各行動の出現割合の経年
変化は，ロジスティック回帰分析を用いて，学年，学校
種，地域の影響を調整し，線形および二次曲線の傾向性
検定を行って分析した１０）１１）．傾向性検定は多項式対比を
用い，第一係数から線形傾向，第二係数から二次曲線傾
向を判定した１０）．線形傾向がある場合は，２００２年から
２０１２年にかけて直線的に増加あるいは減少していること
を表し，二次曲線傾向がある場合は，変化の前後で横ば
い状態になるか，あるいは変化の方向が変わることを表
す．線形傾向と二次曲線傾向が同時にみられる場合は，
全体的な増加あるいは減少に加えて非線形な変動を示す
ことになる．本研究の有意水準は５％とした．

Ⅲ．結 果

各調査年度の属性割合を表１に示した．学年と学校種
の割合には年度差がみられなかったが，性別と地域の割
合に年度差がみられた．

各行動の出現割合とロジスティック回帰分析の結果を
男女別に表２と表３に示した．全３０項目のうち，男子１５
項目，女子１８項目に有意な線形傾向がみられ，２００２年か
ら２０１２年にかけて全体的に減少あるいは増加傾向を示し
た．

傷害関連行動では，男女とも，最近１２ヶ月間でオート
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バイに乗ったとき，ヘルメットを一度もかぶらなかった，
あるいはまれにかぶった者の割合，誰かが運転する車に
乗るとき，シートベルトをまったく着けない，あるいは
まれに着ける者の割合，最近３０日間に誰かが飲酒運転す
る車に乗った者の割合が減少していた．さらに，シート
ベルト非着用については男女とも非線形傾向を示し，
２００５年から２００８年に大きく減少し，２０１２年まで横ばい状
態にあった．一方，男子では，最近３０日間に刃物（ナイ
フ・カッター他）や棒などの武器を持ち歩いた者の割合
が，２００２年から２００５年に増加し，２００８年まで横ばい状態
にあったが，２０１２年に減少した．同様に，最近１２ヶ月間
でケンカした男子の割合は２００５年に増加したが，２００８年，
２０１２年と減少傾向にあった．

喫煙行動では，男女とも，これまでの喫煙経験者（生
涯喫煙），１３歳までに喫煙した者（早期喫煙），最近３０日
間に１日以上喫煙した者（現在喫煙），最近３０日間に２０
日以上喫煙した者（常習喫煙），最近３０日間に１日あた
り１１本以上喫煙した者（大量喫煙）の割合が線形に減少
していた．男子の大量喫煙の２００５年までの減少程度は緩
やかであったが，２０１２年にはかなり減少していた．

飲酒行動では，男女とも，これまでの飲酒経験者（生
涯飲酒），１３歳までに飲酒した者（早期飲酒），最近３０日
間に１日以上飲酒した者（現在飲酒）と最近３０日間に２～
３時間以内に続けて５杯以上のアルコールを飲んだ者
（大量飲酒）の割合が線形に減少していた．さらに，男
女の早期飲酒は２００５年まで横ばい状態にあったが，２０１２
年にはかなり減少していた．同様に女子の生涯飲酒に非
線形傾向がみられ，２０１２年の減少程度が大きかった．

過去１２ヶ月に違法な薬を提供された男女の割合が２００５
年から２００８年にかけて増加したが，２０１２年に減少してい
た．同様に，これまでにシンナーを吸引した経験のある
男子の割合は２００５年に増加したが，２０１２年に減少してい

た．
性行動では，男女とも性交経験者および最近の性交時

に飲酒・薬物を使用した者の割合が減少していた．最近
の性交時のコンドーム使用割合については非線形傾向を
示し，男女とも２００２年から２００５年に大きく増加したが，
その後，男子は２００８年にはやや減少し，２０１２年まで横ば
い状態，女子は２００８年まで横ばい状態で，２０１２年には減
少していた．一方，１３歳までに性交経験した女子の割合
は２００５年に少し増加したが２００８年，２０１２年と減少してい
た．

食行動では，自分の体重について太っていると思う男
女の割合が減少していた．また，最近３０日間にやせるた
め，または太らないようにするために医者の処方なしに
やせる薬を飲んだ女子，同様に，吐いたり下剤を飲んだ
りした女子の割合が減少していた．さらに，吐いたり下
剤を飲んだりした女子の割合は非線形傾向を示し，２００２
年から２００５年に大きく減少したが，２００８年にはやや増加
し，２０１２年にかけて横ばい状態であった．野菜を食べる
男女の割合は横ばい状態であったが，２０１２年に増加して
いた．一方，果物を食べる男子の割合は２００５年に増加し
たが，２０１２年に減少していた．

Ⅳ．考 察

沖縄県の高校生の危険行動について，２００２年から２０１２
年の１０年間の経年変化を検討した結果，多くの危険行動
が，２００２年から２００８年までの線形の改善傾向を引き継ぎ，
２０１２年にさらに改善していることが明らかになった．例
えば，男女のヘルメット非着用，飲酒運転同乗，生涯喫
煙，早期喫煙，現在喫煙，常習喫煙，大量喫煙，生涯飲
酒，早期飲酒，現在飲酒，大量飲酒，性交経験，性交時
の飲酒・薬物使用，自分を太っているとする体重認知の
出現割合は有意な線形傾向を示すとともに，２０１２年には

Table １ Distribution of students by demographic characteristics．

２００２ ２００５ ２００８ ２０１２
χ２ p

n （％） n （％） n （％） n （％）

Grade １st ９０３ （ ３５．６） ８７４ （ ３５．４） ９９３ （ ３４．８） １，０６４ （ ３５．１） ６．５１３ ０．３６８
２nd ８８７ （ ３４．９） ８１９ （ ３３．１） ９７４ （ ３４．２） ９８９ （ ３２．６）
３rd ７５０ （ ２９．５） ７７９ （ ３１．５） ８８３ （ ３１．０） ９８１ （ ３２．３）

Gender Boys １，２１９ （ ４８．０） １，０５７ （ ４２．８） １，４２４ （ ５０．０） １，４３７ （ ４７．４） ２８．９６９ ＜０．００１
Girls １，３２１ （ ５２．０） １，４１５ （ ５７．２） １，４２６ （ ５０．０） １，５９７ （ ５２．６）

School type General H.S. １，７２９ （ ６８．１） １，７０９ （ ６９．１） １，８９６ （ ６６．５） ２，０７２ （ ６８．３） ４．４２５ ０．２１９
Vocational H.S. ８１１ （ ３１．９） ７６３ （ ３０．９） ９５４ （ ３３．５） ９６２ （ ３１．７）

Region Okinawa Island ２，１４２ （ ８４．３） ２，０５５ （ ８３．１） ２，４４６ （ ８５．８） ２，７２２ （ ８９．７） ５７．４５９ ＜０．００１
Remote Islands ３９８ （ １５．７） ４１７ （ １６．９） ４０４ （ １４．２） ３１２ （ １０．３）

Total ２，５４０ （１００．０） ２，４７２ （１００．０） ２，８５０ （１００．０） ３，０３４ （１００．０）

３４９高倉ほか：沖縄県の高校生における危険行動の推移：２００２年～２０１２年



Ta
bl
e

２
Ch

an
ge

in
th

e
pr

ev
al
en

ce
of

he
al
th

-ri
sk

be
ha

vi
or

s
in

bo
ys

fr
om

２０
０２

to
２０

１２
.

Pe
rc

en
ta
ge

（
SE

）
p

fo
r
lin

ea
r

tr
en

d†
p

fo
r
qu

ad
ra

tic
tr
en

d†
Ch

an
ge

２０
０２

２０
０５

２０
０８

２０
１２

Be
ha

vi
or

s
th

at
co

nt
rib

ut
ed

to
in
ju
rie

s
Ra

re
ly

or
ne

ve
r
w
or

e
a
m
ot
or

cy
cl
e
he

lm
et

１３
．２

（
１．

５）
１２

．３
（

１．
７）

８．
８

（
１．

３）
７．

７
（

１．
４）

０．
０１

１
０．

７２
５

↓
Ra

re
ly

or
ne

ve
r
w
or

e
a
se

at
be

lt
４５

．６
（

１．
４）

３５
．６

（
１．

５）
２６

．７
（

１．
２）

２６
．９

（
１．

２）
＜

０．
００

１
０．

００
１

↓
→

Ro
de

w
ith

a
dr

iv
er

w
ho

ha
d

be
en

dr
in
ki
ng

al
co

ho
l

１１
．２

（
０．

９）
９．

７
（

０．
９）

４．
２

（
０．

５）
２．

９
（

０．
５）

＜
０．

００
１

０．
２９

２
↓

Ca
rr

ie
d

a
w
ea

po
n

３．
７

（
０．

５）
６．

３
（

０．
８）

６．
３

（
０．

７）
４．

３
（

０．
５）

０．
４７

２
＜

０．
００

１
↑

↓
In

a
ph

ys
ica

lf
ig
ht

５．
６

（
０．

７）
７．

７
（

０．
８）

６．
１

（
０．

６）
４．

７
（

０．
６）

０．
１５

６
０．

００
５

↑
↓

Fe
lt

sa
d

or
ho

pe
le
ss

７．
３

（
０．

７）
７．

０
（

０．
８）

６．
８

（
０．

７）
６．

４
（

０．
７）

０．
３０

８
０．

７０
２

Se
rio

us
ly

co
ns

id
er

ed
at
te
m
pt

in
g

su
ic
id
e

５．
３

（
０．

６）
４．

６
（

０．
６）

６．
１

（
０．

６）
４．

３
（

０．
５）

０．
５４

５
０．

３８
４

Ci
ga

re
tt
e
us

e
Li
fe
tim

e
ci
ga

re
tt
e
us

e
５２

．９
（

１．
４）

４１
．０

（
１．

５）
３５

．０
（

１．
３）

２５
．７

（
１．

２）
＜

０．
００

１
０．

８６
４

↓
Sm

ok
ed

a
w
ho

le
cig

ar
et
te

be
fo
re

ag
e １

３
ye

ar
s

１４
．１

（
１．

０）
１２

．６
（

１．
０）

８．
９

（
０．

８）
７．

２
（

０．
７）

＜
０．

００
１

０．
３６

２
↓

Cu
rr
en

tc
ig
ar

et
te

us
e

２４
．９

（
１．

２）
１７

．４
（

１．
２）

１１
．５

（
０．

９）
７．

３
（

０．
７）

＜
０．

００
１

０．
６２

８
↓

Cu
rr
en

tf
re

qu
en

tc
ig
ar

et
te

us
e

１８
．６

（
１．

１）
１２

．１
（

１．
０）

８．
４

（
０．

７）
５．

２
（

０．
６）

＜
０．

００
１

０．
８７

１
↓

Sm
ok

ed
＞

１０
ci
ga

re
tt
es

／d
ay

５．
６

（
０．

７）
５．

１
（

０．
７）

３．
７

（
０．

５）
２．

０
（

０．
４）

＜
０．

００
１

０．
０４

８
→

↓
T
rie

d
to

qu
it

sm
ok

in
g

cig
ar

et
te
s

７６
．７

（
２．

５）
７２

．５
（

３．
５）

６８
．６

（
３．

７）
７３

．５
（

４．
４）

０．
６０

６
０．

１４
０

A
lco

ho
la

nd
dr

ug
us

e
Li
fe
tim

e
al
co

ho
lu

se
７１

．６
（

１．
３）

５９
．５

（
１．

５）
４０

．９
（

１．
３）

２９
．０

（
１．

２）
＜

０．
００

１
０．

９５
１

↓
D
ra

nk
al
co

ho
lb

ef
or

e
ag

e １
３

ye
ar

s
１７

．２
（

１．
１）

１８
．４

（
１．

２）
１２

．２
（

０．
９）

８．
２

（
０．

７）
＜

０．
００

１
０．

００
１

→
↓

Cu
rr
en

ta
lc
oh

ol
us

e
３９

．７
（

１．
４）

３３
．８

（
１．

５）
２０

．６
（

１．
１）

１３
．８

（
０．

９）
＜

０．
００

１
０．

０７
３

↓
Ep

iso
di
c
he

av
y

dr
in
ki
ng

１９
．７

（
１．

１）
１４

．８
（

１．
１）

１０
．２

（
０．

８）
６．

１
（

０．
６）

＜
０．

００
１

０．
２７

０
↓

Li
fe
tim

e
in
ha

la
nt

us
e

０．
８

（
０．

３）
２．

４
（

０．
５）

１．
２

（
０．

３）
０．

７
（

０．
２）

０．
５３

１
０．

００
４

↑
↓

O
ffe

re
d,

so
ld
,o

r
gi
ve

n
an

ill
eg

al
dr

ug
by

so
m
eo

ne
１．

３
（

０．
３）

３．
０

（
０．

５）
２．

８
（

０．
４）

２．
２

（
０．

４）
０．

１３
９

０．
００

６
↑

↓
Se

xu
al

be
ha

vi
or

s
Ev

er
ha

d
se

xu
al

in
te
rc

ou
rs
e

１８
．９

（
１．

１）
１７

．０
（

１．
２）

１５
．５

（
１．

０）
１２

．７
（

０．
９）

＜
０．

００
１

０．
５５

６
↓

H
ad

fir
st

se
xu

al
in
te
rc

ou
rs
e
be

fo
re

ag
e １

３
ye

ar
s

０．
３

（
０．

１）
１．

２
（

０．
３）

０．
５

（
０．

２）
１．

１
（

０．
３）

０．
０９

０
０．

２９
２

H
ad

se
xu

al
in
te
rc

ou
rs
e
w
ith

＞ －
４

pe
rs
on

s
du

rin
g

th
ei
r
lif
e

１５
．２

（
２．

４）
１６

．２
（

２．
８）

１１
．８

（
２．

３）
１６

．８
（

２．
９）

０．
８３

２
０．

４４
１

A
lc
oh

ol
or

dr
ug

us
e
be

fo
re

la
st

se
xu

al
in
te
rc

ou
rs
e

１５
．２

（
２．

４）
１４

．８
（

２．
７）

１４
．７

（
２．

５）
７．

５
（

２．
１）

０．
０３

２
０．

１１
３

↓
Co

nd
om

us
e
du

rin
g

la
st

se
xu

al
in
te
rc

ou
rs
e

６３
．０

（
３．

３）
８２

．５
（

２．
９）

７５
．４

（
３．

０）
７５

．８
（

３．
４）

０．
０８

３
０．

００
３

↑
↓

D
ei
ta
ry

be
ha

vi
or

s
D
es

cr
ib
ed

th
em

se
lv
es

as
sli

gh
tly

or
ve

ry
ov

er
w
ei
gh

t
３２

．５
（

１．
３）

２９
．０

（
１．

４）
３０

．３
（

１．
２）

２６
．３

（
１．

２）
０．

００
７

０．
９５

６
↓

W
en

tw
ith

ou
te

at
in
g

for
＞ －

２４
ho

ur
st

o
los

e
we

ig
ht

or
to

ke
ep

fro
m

ga
in
in
g

we
ig
ht

１．
５

（
０．

３）
２．

４
（

０．
５）

２．
３

（
０．

４）
２．

４
（

０．
４）

０．
１２

７
０．

２３
７

T
oo

k
di
et

pi
lls

,p
ow

de
rs
,o

rl
iqu

ids
to

los
ew

eig
ht

or
to

ke
ep

fro
m

ga
ini

ng
we

igh
t

０．
５

（
０．

２）
１．

０
（

０．
３）

０．
６

（
０．

２）
０．

９
（

０．
２）

０．
４６

３
０．

６７
８

V
om

ite
d

or
to
ok

la
xa

tiv
es

to
lo
se

w
ei
gh

to
r
to

ke
ep

fr
om

ga
in
in
g

w
ei
gh

t
０．

６
（

０．
２）

０．
８

（
０．

３）
０．

７
（

０．
２）

１．
０

（
０．

３）
０．

２８
０

０．
９５

５
A
te

fr
ui
ts

１１
．３

（
０．

９）
１５

．５
（

１．
１）

１２
．１

（
０．

９）
１０

．５
（

０．
８）

０．
２３

２
０．

００
４

↑
↓

A
te

ve
ge

ta
bl
es

６２
．０

（
１．

４）
６０

．２
（

１．
５）

６１
．１

（
１．

３）
６５

．９
（

１．
３）

０．
０６

５
０．

０１
５

→
↑

SE
：

St
an

da
rd

er
ro

r
†

A
dj
us

te
d

fo
r
gr

ad
e,

sc
ho

ol
ty

pe
,a

nd
re

gi
on

３５０ 学校保健研究 Jpn J School Health５６；２０１４



Ta
bl
e

３
Ch

an
ge

in
th

e
pr

ev
al
en

ce
of

he
al
th

-ri
sk

be
ha

vi
or

s
in

gi
rls

fr
om

２０
０２

to
２０

１２
.

Pe
rc

en
ta
ge

（
SE

）
p

fo
r
lin

ea
r

tr
en

d†
p

fo
r
qu

ad
ra

tic
tr
en

d†
Ch

an
ge

２０
０２

２０
０５

２０
０８

２０
１２

Be
ha

vi
or

s
th

at
co

nt
rib

ut
ed

to
in
ju
rie

s
Ra

re
ly

or
ne

ve
r
w
or

e
a
m
ot
or

cy
cl
e
he

lm
et

２１
．８

（
２．

２）
１１

．９
（

２．
０）

９．
４

（
１．

７）
６．

４
（

１．
５）

＜
０．

００
１

０．
４９

７
↓

Ra
re

ly
or

ne
ve

r
w
or

e
a
se

at
be

lt
４２

．３
（

１．
４）

３２
．０

（
１．

２）
２３

．１
（

１．
１）

２３
．８

（
１．

１）
＜

０．
００

１
＜

０．
００

１
↓

→
Ro

de
w
ith

a
dr

iv
er

w
ho

ha
d

be
en

dr
in
ki
ng

al
co

ho
l

１４
．９

（
１．

０）
１０

．８
（

０．
８）

４．
８

（
０．

６）
２．

６
（

０．
４）

＜
０．

００
１

０．
２５

５
↓

Ca
rr

ie
d

a
w
ea

po
n

３．
８

（
０．

５）
３．

６
（

０．
５）

５．
５

（
０．

６）
３．

９
（

０．
５）

０．
３８

１
０．

３６
８

In
a
ph

ys
ica

lf
ig
ht

４．
０

（
０．

５）
３．

６
（

０．
５）

４．
０

（
０．

５）
３．

７
（

０．
５）

０．
８９

０
０．

８８
８

Fe
lt

sa
d

or
ho

pe
le
ss

１０
．１

（
０．

８）
９．

５
（

０．
８）

９．
４

（
０．

８）
８．

９
（

０．
７）

０．
３５

９
０．

８２
２

Se
rio

us
ly

co
ns

id
er

ed
at
te
m
pt

in
g

su
ic
id
e

９．
９

（
０．

８）
９．

３
（

０．
８）

１１
．２

（
０．

８）
９．

５
（

０．
７）

０．
７５

０
０．

７６
１

Ci
ga

re
tt
e
us

e
Li
fe
tim

e
ci
ga

re
tt
e
us

e
３２

．９
（

１．
３）

２３
．６

（
１．

１）
２１

．６
（

１．
１）

１２
．２

（
０．

８）
＜

０．
００

１
０．

２１
７

↓
Sm

ok
ed

a
w
ho

le
cig

ar
et
te

be
fo
re

ag
e １

３
ye

ar
s

８．
８

（
０．

８）
７．

１
（

０．
７）

４．
４

（
０．

５）
２．

４
（

０．
４）

＜
０．

００
１

０．
２０

２
↓

Cu
rr
en

tc
ig
ar

et
te

us
e

１０
．５

（
０．

８）
５．

４
（

０．
６）

６．
１

（
０．

６）
２．

７
（

０．
４）

＜
０．

００
１

０．
８９

３
↓

Cu
rr
en

tf
re

qu
en

tc
ig
ar

et
te

us
e

５．
６

（
０．

６）
２．

９
（

０．
４）

３．
３

（
０．

５）
１．

５
（

０．
３）

＜
０．

００
１

０．
９３

７
↓

Sm
ok

ed
＞

１０
ci
ga

re
tt
es

／d
ay

２．
０

（
０．

４）
０．

６
（

０．
２）

０．
９

（
０．

３）
０．

３
（

０．
１）

＜
０．

００
１

０．
９３

５
↓

T
rie

d
to

qu
it

sm
ok

in
g

cig
ar

et
te
s

７１
．９

（
４．

０）
８２

．４
（

４．
４）

７４
．７

（
４．

９）
８０

．５
（

６．
２）

０．
３７

８
０．

７８
４

A
lco

ho
la

nd
dr

ug
us

e
Li
fe
tim

e
al
co

ho
lu

se
７０

．８
（

１．
３）

６０
．６

（
１．

３）
４３

．０
（

１．
３）

２５
．４

（
１．

１）
＜

０．
００

１
０．

００
２

→
↓

D
ra

nk
al
co

ho
lb

ef
or

e
ag

e １
３

ye
ar

s
１４

．０
（

１．
０）

１５
．８

（
１．

０）
１０

．８
（

０．
８）

６．
７

（
０．

６）
＜

０．
００

１
＜

０．
００

１
→

↓
Cu

rr
en

ta
lc
oh

ol
us

e
４１

．８
（

１．
４）

３２
．３

（
１．

３）
２０

．５
（

１．
１）

１２
．６

（
０．

８）
＜

０．
００

１
０．

２５
５

↓
Ep

iso
di
c
he

av
y

dr
in
ki
ng

１６
．４

（
１．

０）
１１

．０
（

０．
８）

６．
７

（
０．

７）
３．

５
（

０．
５）

＜
０．

００
１

０．
４１

９
↓

Li
fe
tim

e
in
ha

la
nt

us
e

０．
５

（
０．

２）
０．

３
（

０．
１）

０．
６

（
０．

２）
０．

３
（

０．
１）

０．
４５

９
０．

８８
６

O
ffe

re
d,

so
ld
,o

r
gi
ve

n
an

ill
eg

al
dr

ug
by

so
m
eo

ne
１．

９
（

０．
４）

２．
０

（
０．

４）
３．

３
（

０．
５）

１．
０

（
０．

２）
０．

１４
０

０．
００

１
↑

↓
Se

xu
al

be
ha

vi
or

s
Ev

er
ha

d
se

xu
al

in
te
rc

ou
rs
e

２７
．８

（
１．

３）
２４

．０
（

１．
１）

２１
．２

（
１．

１）
１４

．４
（

０．
９）

＜
０．

００
１

０．
０５

８
↓

H
ad

fir
st

se
xu

al
in
te
rc

ou
rs
e
be

fo
re

ag
e １

３
ye

ar
s

０．
４

（
０．

２）
１．

１
（

０．
３）

０．
６

（
０．

２）
０．

３
（

０．
１）

０．
４０

９
０．

０３
０

↑
↓

H
ad

se
xu

al
in
te
rc

ou
rs
e
w
ith

＞ －
４

pe
rs
on

s
du

rin
g

th
ei
r
lif
e

１７
．９

（
２．

１）
１４

．０
（

１．
９）

１２
．１

（
２．

０）
１４

．１
（

２．
４）

０．
１４

８
０．

２１
２

A
lc
oh

ol
or

dr
ug

us
e
be

fo
re

la
st

se
xu

al
in
te
rc

ou
rs
e

１９
．０

（
２．

１）
１３

．１
（

１．
９）

１４
．５

（
２．

１）
１１

．５
（

２．
２）

０．
０３

２
０．

６４
２

↓
Co

nd
om

us
e
du

rin
g

la
st

se
xu

al
in
te
rc

ou
rs
e

５８
．４

（
２．

６）
７３

．５
（

２．
４）

７５
．２

（
２．

６）
６３

．３
（

３．
３）

０．
２０

２
０．

００
０

↑
↓

D
ei
ta
ry

be
ha

vi
or

s
D
es

cr
ib
ed

th
em

se
lv
es

as
sli

gh
tly

or
ve

ry
ov

er
w
ei
gh

t
６９

．９
（

１．
３）

６７
．０

（
１．

３）
６２

．２
（

１．
３）

６１
．０

（
１．

２）
＜

０．
００

１
０．

３４
５

↓
W

en
tw

ith
ou

te
at
in
g

for
＞ －

２４
ho

ur
st

o
los

e
we

ig
ht

or
to

ke
ep

fro
m

ga
in
in
g

we
ig
ht

３．
５

（
０．

５）
３．

２
（

０．
５）

４．
７

（
０．

６）
４．

０
（

０．
５）

０．
１８

０
０．

９４
８

T
oo

k
di
et

pi
lls

,p
ow

de
rs
,o

rl
iqu

ids
to

los
ew

eig
ht

or
to

ke
ep

fro
m

ga
ini

ng
we

igh
t

５．
１

（
０．

６）
１．

９
（

０．
４）

３．
１

（
０．

５）
１．

９
（

０．
３）

＜
０．

００
１

０．
０８

５
↓

V
om

ite
d

or
to
ok

la
xa

tiv
es

to
lo
se

w
ei
gh

to
r
to

ke
ep

fr
om

ga
in
in
g

w
ei
gh

t
５．

９
（

０．
７）

２．
４

（
０．

４）
３．

９
（

０．
５）

３．
４

（
０．

５）
０．

０３
６

０．
００

５
↓

→
A
te

fr
ui
ts

１３
．８

（
１．

０）
１３

．０
（

０．
９）

１３
．７

（
０．

９）
１２

．９
（

０．
８）

０．
５１

４
０．

７０
０

A
te

ve
ge

ta
bl
es

６４
．１

（
１．

３）
６１

．６
（

１．
３）

６４
．４

（
１．

３）
６９

．７
（

１．
２）

０．
００

１
０．

０１
０

→
↑

SE
：

St
an

da
rd

er
ro

r
†

A
dj
us

te
d

fo
r
gr

ad
e,

sc
ho

ol
ty

pe
,a

nd
re

gi
on

３５１高倉ほか：沖縄県の高校生における危険行動の推移：２００２年～２０１２年



これまでの最低値を呈していた．一方，コンドーム使用
と男子の果物摂取を除いて，２０１２年に悪化していた危険
行動はみられなかった．著者らは，前報６）で危険行動の
改善には関連法規の制定・改正あるいは健康政策や社会
環境上の変化が選択的に寄与したと考察したが，本報で
も全体的に改善していた危険行動については，これら外
的環境の変化が引き続き功を奏していると考えられる．
野津１２）は，本報と同様に米国CDC YRBSの調査項目を範
として，わが国の高校生を対象とした全国調査を２００１年
と２０１１年に実施し，その変化を検討しているが，男女と
も総じて良好な方向への変化が示されたと報告している．
本報でもほぼ同様の危険行動において全国調査と一致し
た改善傾向がみられたことから，沖縄県も含めてわが国
の高校生の危険行動の多くが改善していることは間違い
ないだろう．しかし，全国調査ではコンドーム使用が改
善していたのに対して野菜・果物摂取が悪化しており，
本報の知見は一部，全国調査とは異なっていた．この違
いは地域特性とも考えられるが，その理由については明
らかでない．

交通安全行動については，これまでの道路交通法改正
およびそれに伴う啓発や取締りの強化に加えて，２００９年
に悪質・危険運転者対策として飲酒運転等に対する行政
処分の強化が再び施行されていることから，飲酒運転の
防止や安全運転に関する社会規範がより強化されたと考
えられる．その成果は全国の交通事故発生状況が２００８年
から２０１２年にかけて減少していることにも表れていると
言えよう１３）．野津の全国調査１２）でも，交通安全行動は顕
著に改善していた．

喫煙行動および飲酒行動は，全国調査１２）１４）の結果と同
様に全体的な改善傾向を示した．これまでの法改正をは
じめとする未成年の喫煙・飲酒を防止する社会環境づく
りがさらに進んだと推察できる．特に２０１２年の喫煙行動
の減少には，２００８年の成人識別ICカード（taspo）方式
自動販売機の稼働や２０１０年のたばこ小売価格の値上げの
効果も加わって影響したと考えられる．また，世の中の
嫌煙ムードの高まりが，喫煙が迷惑な行為であるという
社会規範を形作り，その心理的効果が直接的に喫煙行動
の減少につながっているということも指摘されている１５）．
そして，喫煙と飲酒は補完関係にあることから１５），喫煙
行動の減少は同時に飲酒行動も減少させた可能性もある．
これまで国外の研究は，たばこ税あるいは酒税の増税等
による価格の上昇が思春期の喫煙行動や飲酒行動を減少
させることを数多く示してきた１６－１８）．わが国の状況もこ
れらの知見を支持するものと言えるのかもしれない．最
近の思春期のアルコール使用に関するマルチレベル研究
のレビュー１９）でも，近隣レベル要因の影響はみられない
が，酒類に関連する法律の施行は保護的効果を示したと
報告している．一方，taspoによって未成年のたばこ購
入を完全に防止できないことも報告されており，たばこ
自動販売機の全面禁止の必要性が指摘されている２０）．わ

が国の健康づくり運動の「健康日本２１」では，未成年の
喫煙および飲酒をなくすことを目標としているが２１），そ
の達成に向けてさらなる取組が求められる．

性行動では，性交経験および性交時の飲酒・薬物使用
に改善傾向がみられた．全国調査でも，２００１年から２０１０
年あるいは２００５年から２０１１年にかけて高校生の性交経験
は減少していることが報告されている１２）２２）．前報でも述
べたように６），性行動の改善には学校における性教育や
地方自治体によるHIV／AIDSに関する予防・啓発活動な
どの取り組み等が影響しているものと思われる．しかし，
最近の性交時のコンドーム使用については２００５年に大き
く増加したが，２０１２年には減少しており悪化傾向にあっ
た．２００２年に中学校学習指導要領保健分野の学習内容に
AIDSおよび性感染症予防としてコンドーム使用が有効
であることが追加され，その後，その学習効果が定着し
てきたと思われたが，現在，悪化に転じたことから，今
後の動向を注視する必要がある．

食行動では，男女ともに自分の体重が太っていると認
知する者の割合が減少し，野菜摂取が増加していた．ま
た，女子の危険なダイエット行動に改善傾向がみられた．
体重認知については，前報６）で指摘したように，最近の
高校生の体重に大きな変動はみられないので２３），実際に
高校生の体重が減少したというよりも，やせ願望を持つ
者の割合が減少したものと考えられる．また，２００５年に
食育基本法が施行され，２００８年に小中学校学習指導要領
総則に学校における食育の推進が位置づけられて，食に
関する指導が充実してきたと思われるが，２０１２年の食行
動の改善にはこのような食育の成果が表れたのかもしれ
ない．しかし，男子の果物摂取は悪化していることから，
今後，さらに食育の取組を推進するとともに，その成果
を客観的に評価する必要がある．

前報で報告したように６），２００２年から２００８年にかけて
違法薬物提供および男子の武器携帯は悪化傾向にあった
が，２０１２年にはこれらの出現割合が減少しており改善し
ていた．同様に，男子のケンカおよびシンナー吸引も減
少しており，２０１２年にはこれまでの最低値を示していた．
これらの変化には，学校における薬物乱用防止教育や地
域社会に対する啓発強化による規範意識の向上，違法薬
物の監視指導や取り締まりの強化，治安の維持などの要
因が推察されるが２４），今後も継続して動向を監視する必
要がある．

本研究の限界として，調査対象の抽出方法が調査年度
によって異なっていることがあげられる．本研究では，
いずれの年度も沖縄県全域の高校を抽出単位とし，学校
種と地域を基準として割当抽出あるいは確率比例抽出し
たが，有意標本と任意標本の違いによって選択バイアス
が混入し，結果に何らかの影響を及ぼした可能性は否定
できない．しかし，おおよそ２校に１校あるいは３校に
１校と極めて高い確率で抽出されていることから，特別
に偏った学校だけが選ばれる可能性は低かったと考えら
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れる．また，本研究では，潜在的なバイアスを考慮して，
男女別に，学年，学校種，地域の影響を調整した傾向性
検定を行った．もう一つの限界として，本研究は沖縄県
の全日制県立高等学校に通う生徒のみを対象としている
ことがあげられる．ゆえに，本知見を日本全国の高校生
について一般化するのは限界がある．前述したように，
沖縄県も含めてわが国の高校生の危険行動の多くが改善
していると思われるが，その推移の背景や理由には沖縄
県独自のものがあるのかもしれない．しかしながら，こ
のことについては本研究からはよく分からない．本研究
では，危険行動の経年変化には法制度や健康政策の改正
等が大きな役割を果たしていると考察したが，このよう
な法制度や健康政策は日本全国の高校生に一律に適用さ
れるものなので，見方を変えれば，これらの影響につい
て地域の特殊性はないとも言える．

結論として，沖縄県の高校生の危険行動の中で２００２年
から２０１２年にかけて，交通安全に関連する行動，喫煙行
動，飲酒行動，性交経験，野菜摂取，女子の危険なダイ
エット行動に改善傾向がみられた．また，最近の性交時
のコンドーム使用と男子の果物摂取は悪化傾向にあった．
これらの経年変化の要因として，政策上あるいは社会環
境上の変化が大きく影響していると考えられる．これま
でのレビューでもこれを支持する論調が多い２５）２６）．一方，
学校における健康教育の効果も十分に寄与していると考
えられる２７）２８）．高橋２７）が言及しているように，例えば，
学校における喫煙防止教育の積み重ねが，昨今のたばこ
関連施策の実施やそれらに対する国民の受け入れに繋
がったと考えるからである．しかし，本研究はこれらの
要因の影響を直接測定しているわけではないので，いず
れも推測としかなり得ないことが大きな限界となる．
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Ⅰ．はじめに

平成２４年度の内閣府の調査１）によると，高校生の携帯
電話の所有率は９８％であり，そのほぼ全員がインター
ネット，メールを利用し，８割がWebサイトの閲覧を
している．そして，携帯電話を所有する生徒の３３％が２
時間以上にわたって携帯電話でインターネットを利用し
ているという．このような実態を背景に，高校生の携帯
電話の使用と睡眠習慣等の悪化２）やストレス反応３）との関

連が指摘されるなど，高校生の心身の健康にかかわる問
題性が指摘されるようになってきた．

携帯電話の使用のうち，インターネットにかかわる機
能の利用はその主たる使用目的の一つである．おもに
パーソナルコンピュータ接続のインターネットの利用に
ついては，ヤング４）がインターネット依存の問題を指摘
して以来，国際的に依存性の問題が検討されるようにな
り５）６），わが国においても大学生や社会人，１０～６６歳の幅
広い年齢層を対象としたインターネットの長時間使用や

高校生の携帯電話依存傾向と身体的・心理的
自覚症状との関連

村 井 伸 子＊１，戸 部 秀 之＊２

＊１埼玉県立庄和高等学校
＊２埼玉大学教育学部

Tendency Towards Dependence on Cellular Phones of High School Students,
and its Relationship with Subjective Physical and Mental Symptoms

Nobuko Murai＊１ Hideyuki Tobe＊２

＊１Showa High School
＊２Saitama University，Faculty of Education

With the spread of cellular phones among high school students, its negative impacts related to their health
have been realized. The purposes of this study were to develop the scale for measuring the tendency to-
wards dependence on cellular phones of high school students, and to examine the relationships between the
tendency towards dependence on cellular phones and the students’use of cellular phones, and the physical
and mental subjective symptoms. Five hundred and sixty four high school students answered the question-
naire including the questions about cellular phone use, their tendency towards dependence on cellular
phones, the physical and mental subjective symptoms, the poor mood control, and so on.
By the factor analysis with the principal factor method, two factors were extracted, i.e., factor 1;“habitual

dependence tendency”and factor２;“mental dependence tendency”. Factor１explains３８．３% of the variance,
and factor ２ explains ６．２% of the variance. Eight items that have high factor loading with factor １, and ５
items that have high factor loading with factor２showed high Cronbachα,０．８６and０．７６, respectively.
The habitual dependence tendency（factor１）related to the usage of cellular phone for communication, on

the other hand, the mental dependence tendency（factor２）was not related to a specific usage.
The multi-regression analysis showed that the physical subjective symptoms were significantly explained

by the habitual dependence tendency（p＜０．００１）and the mental dependence tendency（p＜０．００１）, when the
cellular phone use time, the frequency of sending e-mail, grade and sex were controlled. In the same way,
the mental subjective symptoms were significantly explained by the habitual dependence tendency（p＜
０．０１）and the mental dependence tendency（p＜０．００１）. The mental dependence tendency was especially re-
lated to the poor mood control. And, the habitual dependence tendency and the mental dependence tendency
were related to total sleep time and self-knowledge of poor sleep.
These results suggest that the tendency towards dependence on cellular phones of high school students

consists of two factors; the habitual dependence tendency and the mental dependence tendency, and they are
related to the physical and mental subjective symptoms and the poor mood control of high school students.

Key words：high school students, tendency towards dependence on cellular phones, subjective
symptoms, the poor mood control
高校生，携帯電話依存傾向，自覚症状，気分の調節不全傾向
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依存が健康にマイナスに作用するという報告がなされて
いる７－９）．児童生徒についても，心身の健康との関連性
が少数であるが報告されている．例えば，㈶コンピュー
タ教育開発センターの調査研究１０）は，児童生徒のイン
ターネットへの依存傾向の高さと睡眠習慣，学校への登
校意欲，家族や友人等との間に負の関連を示唆する基礎
データを報告しており，戸部ら１１）は児童生徒のメンタル
ヘルスや，人間関係，攻撃性などの心理社会的な問題と
インターネットへの依存傾向が関連すると報告している．

携帯電話の普及に伴ない携帯電話への依存性について
の報告もみられるようになったが，多くが大学生を対象
にし，携帯電話の一部の機能に着目した報告である１２－１５）．
それに対し，環境の影響を受けやすいとされる成長期に
あり，かつ所有率が１００％に近い高校生における携帯電
話への依存性の問題についての報告は少なく，生徒の心
身の健康との関連性に着目しつつ，研究を蓄積する必要
がある．

そこで本研究では，高校生の携帯電話依存傾向の測定
尺度を構成すること，携帯電話依存傾向と携帯電話使用
内容との関連を検討すること，そして携帯電話依存傾向
と心身の不調・自覚症状など，高校生の健康状態との関
連を検討することを目的とした．なお，学校保健の立場
からこの問題をみた場合，疾患・障害の意味を含む「依
存」としてより，児童生徒の日常生活スタイルにかかわ
る問題として，健康問題が生じる前段階の予防的な視点
が必要である．このような視点で「依存傾向」７）１１）または
「依存の傾向」１０）という表現が用いられてきたことから，
本研究でも同様な視点として「依存傾向」を用いた．

Ⅱ．対象および方法

１．対 象
首都圏に位置するＳ県のＡ高等学校生徒６２８名に対し，

無記名自記式質問紙調査を実施した．調査時期は２０１０年
７月であり，調査は各担任の監督のもとホームルーム活
動中に実施し，６２１名から回答を得た．尺度構成におい
ては，そのうち尺度構成に用いる項目に欠損値のない
５９７名（１年男子８９名，女子１３８名，２年男子７０名，女子
１１７名，３年男子７５名，女子１０８名）を分析対象とした．
また，携帯電話依存傾向と携帯電話使用内容および健康
状態等との関連においては，用いた項目に欠損値のない
５６４名（１年男子８３名，女子１３３名，２年男子６５名，女子
１０８名，３年男子７０名，女子１０５名）を分析対象とした．
２．質問内容

質問紙調査の質問内容は，携帯電話依存傾向に関する
質問，携帯電話の使用内容に関する質問，体および心の
不調・自覚症状に関する質問，気分の調節不全に関する
質問，携帯電話使用状況に関する質問（メールの送信回
数，使用時間），睡眠に関する質問（睡眠時間，睡眠不
足の自覚）であった．

携帯電話依存傾向に関する項目については，ヤング４）

によるインターネット依存傾向を評価する項目を参考に
した．その項目には，長時間使用による心身の問題発生，
現実社会の重要事項の軽視，使用制限による離脱症状，
現実問題からの逃避などに関する項目が含まれており，
それらを携帯電話の依存にあうように表現を調整した．
さらに本研究では，高校生の携帯電話使用実態および発
達段階に沿った内容とするため，調査の前年度に対象校
３年生（１９３名）に対し記述式の事前調査を行い，「携帯
電話依存になっている，またはなりそうと感じるときは
どんなときか」という設問に対する回答状況（１０４名）
を整理し，多数の生徒（１５名以上）があげた内容を加え
た．このようにして表１の１５項目を採用した．なお，回
答は，「よくあてはまる（感じている）」，「ときどき」，
「たまに」，「あてはまらない（感じていない）」の４件
法とした．

携帯電話使用内容は，表２に示す１７項目について，
「ほぼ毎日する」，「する日が多い」，「たまにする」，「し
ない」の４件法で回答を得た．

体および心の不調・自覚症状については，高校生が日
常で訴える心身の自覚症状をもとに健康状態をとらえる
ために，東京都教育委員会が児童・生徒の健康の現状把
握を目的に行った調査１６）の自覚症状の項目から，体にか
かわる自覚症状１０項目（「頭痛がする」「腹痛、胃痛がす
る」「頭が重い、ぼんやりする」「便秘・下痢をする」「眠
い」「目が疲れる」「昼間でも横になりたい」「肩がこる」
「腰や手足が痛い」「めまいがする」）と，心にかかわる
自覚症状５項目（「考えがまとまらない」「人と話すのが
イヤ」「根気がなくなる」「大声を出したくなる」「イラ
イラする」）を用い，「よくあてはまる・しばしば感じて
いる」，「ときどき」，「たまに」，「あてはまらない・感じ
ていない」の４件法で回答を得た．これら体および心の
不調・自覚症状は，不調を感じている者から感じていな
い者までを広く得点化する評価方法になっている．
「気分の調節不全傾向」の評価については，㈶日本学

校保健会の「児童生徒の健康状態サーベイランス事業報
告書」の項目（「気分の落ちこみのせいで何もする気に
ならないことがある」「よく眠れないことがある」「落ち
着かなくてじっとしていられないことがある」「集中し
たりすばやく考えたりできないことがある」「食欲がな
いことがある」「身体の『だるさ』や『疲れやすさ』を
感じることがある」「急におこったり泣いたりうれしく
なったりする」「ちょっとしたことでかっとなる」）１７）を
用い「しばしば感じている・よくあてはまる」，「時々感
じている・時々あてはまる」，「たまに感じている・たま
にあてはまる」，「感じていない・あてはまらない」の４
件法で回答を得た．なお，気分の調節不全傾向は，抑う
つ状態等，気分，感情面のトラブルに陥っている生徒の
抽出に焦点化しており，竹内ら１８）によって精度が検討さ
れている．

携帯電話使用状況のメールの送信回数については，一

３５７村井ほか：高校生の携帯電話依存傾向と身体的・心理的自覚症状との関連



日の平均回数を「１０回未満」～「１００回以上」で１０回単
位で分類し，使用時間は，一日の平均時間を「３０分未満」
から「３時間以上」で３０分ごとの選択肢で回答を得た．

睡眠時間については，普段の睡眠時間を，「４時間以
下」から「１０時間以上」の範囲で１時間ごとの選択肢で
回答を得，睡眠不足の自覚については，「最近，睡眠不
足を感じますか」という質問項目により，「強く感じる」，
「感じる」，「少し感じる」，「感じない」の４件法で回答
を得た．
３．統計解析

携帯電話依存傾向の統計分析では，高校生全体を対象
とする尺度構成のために男女および学年を一括して検討
した．因子分析においては，固有値１．０以上を基準に因
子を抽出し，主因子法による探索的因子分析を行った
（プロマックス回転）．携帯電話依存傾向に関する項目
の回答には，「あてはまらない・感じていない」，「たま

に」，「ときどき」，「よくあてはまる・感じている」それ
ぞれに０点から３点を与え，因子分析で得られた各因子
を構成する項目の合計値を算出し，依存傾向得点とした．
対象生徒の携帯電話依存傾向得点の性差については，
Mann-Whitney検定，学年差については，Kruskal Wal-
lis検定を行った．

携帯電話使用内容の回答は，「しない」０点，「たまに
する」１点，「する日が多い」２点，「ほぼ毎日する」３
点とした．携帯電話依存傾向と携帯電話使用内容との関
連はSpearmanの順位相関係数で検討した．

なお，携帯電話依存傾向，携帯電話使用内容に関する
各項目の回答の性差，学年差についてはχ２検定で比較
した．

体または心の不調・自覚症状については，「あてはま
らない・感じていない」，「たまに」，「ときどき」，「よく
あてはまる・しばしば感じている」のそれぞれに０点か

表１ 携帯電話依存傾向項目の回答（頻度） Ｎ＝５９７

携帯電話依存傾向項目

回 答

よくある 時々ある あまりない ない

回答数 ％ 回答数 ％ 回答数 ％ 回答数 ％ 計 ％

①携帯を使う時間が思っていたより
ずっと長くなる

男子
女子

６９
１７０

２９．５
４６．８

６５
１１０

２７．８
３０．３

６２
６４

２６．５
１７．６

３８
１９

１６．２
５．２

２３４
３６３

１００．０
１００．０ ＊＊＊

②家族と一緒にいるより携帯を使っ
ている方が楽しいと感じる

男子
女子

２５
４５

１０．７
１２．４

４３
８１

１８．４
２２．３

８２
１２９

３５．０
３５．５

８４
１０８

３５．９
２９．８

２３４
３６３

１００．０
１００．０

③友だちと一緒にいるより携帯を
使っている方が楽しいと感じる

男子
女子

７
８

３．０
２．２

８
２３

３．４
６．３

５８
１１０

２４．８
３０．３

１６１
２２２

６８．８
６１．２

２３４
３６３

１００．０
１００．０

④「携帯を使いすぎている」と注意
される

男子
女子

２０
６９

８．５
１９．０

４０
７３

１７．１
２０．１

５６
９５

２３．９
２６．２

１１８
１２６

５０．４
３４．７

２３４
３６３

１００．０
１００．０ ＊＊＊

⑤睡眠不足など，生活習慣に悪影響
がでる

男子
女子

１８
３９

７．７
１０．７

４２
９０

１７．９
２４．８

６１
１２１

２６．１
３３．３

１１３
１１３

４８．３
３１．１

２３４
３６３

１００．０
１００．０ ＊＊＊

⑥携帯を使うことで，普段の生活の
いやなことを忘れる

男子
女子

１１
２７

４．７
７．４

７
６８

３．０
１８．７

７５
１０３

３２．１
２８．４

１４１
１６５

６０．３
４５．５

２３４
３６３

１００．０
１００．０ ＊＊＊

⑦携帯を使っているときに誰かに
じゃまされるとひどく腹が立つ

男子
女子

８
１７

３．４
４．７

１５
３７

６．４
１０．２

５９
９５

２５．２
２６．２

１５２
２１４

６５．０
５９．０

２３４
３６３

１００．０
１００．０

⑧携帯がないと落ち着かない 男子
女子

２３
８９

９．８
２４．５

３０
９９

１２．８
２７．３

５６
８７

２３．９
２４．０

１２５
８８

５３．４
２４．２

２３４
３６３

１００．０
１００．０ ＊＊＊

⑨勉強など集中が必要なときでも，
携帯が気になる

男子
女子

２４
６４

１０．３
１７．６

３４
１０３

１４．５
２８．４

６６
９６

２８．２
２６．４

１１０
１００

４７．０
２７．５

２３４
３６３

１００．０
１００．０ ＊＊＊

⑩気づくと携帯をいじっている 男子
女子

２４
９３

１０．３
２５．６

３３
９７

１４．１
２６．７

５７
７７

２４．４
２１．２

１２０
９６

５１．３
２６．４

２３４
３６３

１００．０
１００．０ ＊＊＊

⑪家族にかくれて携帯を使うことが
ある

男子
女子

１１
５

４．７
１．４

８
１３

３．４
３．６

２４
５５

１０．３
１５．２

１９１
２９０

８１．６
７９．９

２３４
３６３

１００．０
１００．０ ＊

⑫携帯を使いながら寝てしまうこと
がある

男子
女子

３４
９５

１４．５
２６．２

３８
１１３

１６．２
３１．１

３８
４４

１６．２
１２．１

１２４
１１１

５３．０
３０．６

２３４
３６３

１００．０
１００．０ ＊＊＊

⑬すぐにメールを送受信しないと不
安を感じる

男子
女子

１４
１９

６．０
５．２

２９
５１

１２．４
１４．０

６７
１１６

２８．６
３２．０

１２４
１７７

５３．０
４８．８

２３４
３６３

１００．０
１００．０

⑭携帯電話の使用を控えようと思っ
ても自分で控えることができない

男子
女子

１４
３３

６．０
９．１

２０
４４

８．５
１２．１

５３
１１３

２２．６
３１．１

１４７
１７３

６２．８
４７．７

２３４
３６３

１００．０
１００．０ ＊＊

⑮暇な時には必ず携帯をいじる 男子
女子

７２
１５４

３０．８
４２．４

６０
１２５

２５．６
３４．４

４７
５０

２０．１
１３．８

５５
３４

２３．５
９．４

２３４
３６３

１００．０
１００．０ ＊＊＊

＊：ｐ＜０．０５，＊＊：ｐ＜０．０１，＊＊＊：ｐ＜０．００１（χ２検定）

３５８ 学校保健研究 Jpn J School Health５６；２０１４



ら３点の得点を割りあてて合計値を算出し，体または心
の不調・自覚症状得点とした．α係数により内的整合性
を確認した．
「気分の調節不全傾向」の評価は，㈶日本学校保健会

の「児童生徒の健康状態サーベイランス事業報告書」の
判定方法によって，気分の調節不全傾向の「疑いあり」，
「疑いなし」を判定した１７）１８）．体または心の不調・自覚
症状と携帯電話依存傾向との関連は，体または心の不
調・自覚症状を従属変数に，学年，性別（男子：０，女
子：１），携帯電話使用状況に関する質問項目（メール
の送信回数・使用時間）および依存傾向得点を独立変数
とした強制投入法による重回帰分析を行った．また，気
分の調節不全傾向の疑いの有無を従属変数に，学年，性

別，携帯電話使用状況に関する質問項目（メールの送信
回数・使用時間）および依存傾向得点を独立変数とした
多重ロジスティック回帰分析を行った．有意水準は５％
とし，統計解析にはSPSS１５．０Jを使用した．
４．倫理的配慮

本調査は，同校の教育の一環として教育への活用を企
図して行われ，調査の意義，内容，人権的配慮に関して
教職員全員で合意の上，全生徒に実施した．生徒に対し
ては，調査の目的および回答の任意性について文書で提
示するとともに口頭でも伝え，了解を得たうえで実施し
た．調査は無記名で行った．

表２ 携帯電話使用内容の回答 Ｎ＝５６４

携帯電話使用内容

携帯電話使用内容

ほぼ毎日 する日が多い たまにする しない

回答数 ％ 回答数 ％ 回答数 ％ 回答数 ％ 計 ％

１ 通話 男子
女子

２６
３４

１１．９
９．８

３３
６９

１５．１
１９．９

１３９
２１４

６３．８
６１．８

２０
２９

９．２
８．４

２１８
３４６

１００．０
１００．０

２ メール 男子
女子

１０３
２０７

４７．２
５９．８

４４
９４

２０．２
２７．２

６６
４４

３０．３
１２．７

５
１

２．３
０．３

２１８
３４６

１００．０
１００．０ ＊＊＊

３ 自分のブログやプロフの更新・
書き込み

男子
女子

２２
１１１

１０．１
３２．１

２２
６３

１０．１
１８．２

６０
８０

２７．５
２３．１

１１４
９２

５２．３
２６．６

２１８
３４６

１００．０
１００．０ ＊＊＊

４ 他人のブログやプロフを見る 男子
女子

３６
１４９

１６．５
４３．１

３３
６４

１５．１
１８．５

７３
７７

３３．５
２２．３

７６
５６

３４．９
１６．２

２１８
３４６

１００．０
１００．０ ＊＊＊

５ 他人のブログやプロフへの書き
込み

男子
女子

６
２９

２．８
８．４

１２
４８

５．５
１３．９

６０
１４９

２７．５
４３．１

１４０
１２０

６４．２
３４．７

２１８
３４６

１００．０
１００．０ ＊＊＊

６ SNS利用 男子
女子

８６
９５

３９．４
２７．５

２７
５０

１２．４
１４．５

４８
７５

２２．０
２１．７

５７
１２６

２６．１
３６．４

２１８
３４６

１００．０
１００．０ ＊

７ ゲーム 男子
女子

４８
１５

２２．０
４．３

４８
２９

２２．０
８．４

７０
１０６

３２．１
３０．６

５２
１９６

２３．９
５６．６

２１８
３４６

１００．０
１００．０ ＊＊＊

８ 音楽サイト検索 男子
女子

２４
２６

１１．０
７．５

４２
８１

１９．３
２３．４

８３
１６１

３８．１
４６．５

６９
７８

３１．７
２２．５

２１８
３４６

１００．０
１００．０ ＊

９ 音楽を聴く 男子
女子

９０
１４７

４１．３
４２．５

４２
６５

１９．３
１８．８

４８
７６

２２．０
２２．０

３８
５８

１７．４
１６．８

２１８
３４６

１００．０
１００．０

１０ 画像・動画サイト 男子
女子

２９
３２

１３．３
９．２

３７
５８

１７．０
１６．８

９６
１６２

４４．０
４６．８

５６
９４

２５．７
２７．２

２１８
３４６

１００．０
１００．０

１１ ワンセグを見る 男子
女子

９
１１

４．１
３．２

１９
２０

８．７
５．８

９０
１７２

４１．３
４９．７

１００
１４３

４５．９
４１．３

２１８
３４６

１００．０
１００．０

１２ ネットショッピングやオーク
ション

男子
女子

２
４

０．９
１．２

５
１５

２．３
４．３

３３
８９

１５．１
２５．７

１７８
２３８

８１．７
６８．８

２１８
３４６

１００．０
１００．０ ＊＊

１３ カメラ 男子
女子

１３
５６

６．０
１６．２

３０
１２５

１３．８
３６．１

１３６
１５３

６２．４
４４．２

３９
１２

１７．９
３．５

２１８
３４６

１００．０
１００．０ ＊＊＊

１４ 趣味のサイト 男子
女子

３６
８６

１６．５
２４．９

４６
６９

２１．１
１９．９

７４
１００

３３．９
２８．９

６２
９１

２８．４
２６．３

２１８
３４６

１００．０
１００．０

１５ 調べ物のためのサイト 男子
女子

２４
４３

１１．０
１２．４

４２
８０

１９．３
２３．１

８５
１４３

３９．０
４１．３

６７
８０

３０．７
２３．１

２１８
３４６

１００．０
１００．０

１６ 店の情報サイト 男子
女子

６
１９

２．８
５．５

２２
５１

１０．１
１４．７

７７
１４６

３５．３
４２．２

１１３
１３０

５１．８
３７．６

２１８
３４６

１００．０
１００．０ ＊＊

１７ ツイッター 男子
女子

３
１１

１．４
３．２

１
４

０．５
１．２

１３
２８

６．０
８．１

２０１
３０３

９２．２
８７．６

２１８
３４６

１００．０
１００．０

＊：ｐ＜０．０５，＊＊：ｐ＜０．０１，＊＊＊：ｐ＜０．００１（χ２検定）

３５９村井ほか：高校生の携帯電話依存傾向と身体的・心理的自覚症状との関連



Ⅲ．結 果

１．携帯電話依存傾向の尺度構成
表１に各項目の回答状況を示した．「よくある」の回

答の割合が高かった項目は，「①携帯を使う時間が思っ
ていたよりずっと長くなる」（男子２９．５％，女子４６．８％）
や「⑮暇な時には必ず携帯をいじる」（男子３０．８％，女
子４２．４％）であった．一方「ない」の回答の割合が高かっ
た項目は，「③友だちと一緒にいるより携帯を使ってい
る方が楽しいと感じる」（男子６８．８％，女子６１．２％）や
「⑪家族にかくれて携帯を使うことがある」（男子８１．６％，
女子７９．９％）であった．性別では，「②家族と一緒にい
るより携帯を使っている方が楽しいと感じる」，「③友だ
ちと一緒にいるより携帯を使っている方が楽しいと感じ
る」，「⑦携帯を使っているときに誰かにじゃまをされる
とひどく腹が立つ」，「⑬すぐにメールを送受信しないと
不安を感じる」の４項目を除く１１項目に有意差が認めら
れ，「⑪家族にかくれて携帯を使うことがある」以外は
女子の方が高かった．

学年別で有意差が認められたのは，「④『携帯を使い
すぎている』と注意される」（「よくある」「時々ある」
の 回 答 は，１年：９６名４２．３％，２年：６０名３２．１％，３
年：４６名２５．１％）（ｐ＜０．０５），「⑧携帯がないと落ち着
かない」（「よくある」「時々ある」の回答は，１年：９９
名４３．６％，２年：６９名３６．９％，３年：７３名３９．９％）（ｐ＜
０．０５），「⑩気づくと携帯をいじっている」（「よくある」
「時々ある」の回答は，１年：９１名４０．１％，２年：７３名
３９．０％，３年：８３名４５．４％）（ｐ＜０．０５），「⑪家族にか
くれて携帯を使うことがある」（「よくある」「時々ある」
の回答は，１年：１５名６．６％，２年：１１名５．９％，３年：
１１名６．０％）（ｐ＜０．０１），「⑬すぐにメールを送受信しな
いと不安を感じる」（「よくある」「時々ある」の回答は，１

年：５４名２３．８％，２年：３２名１７．１％，３年：２７名
１４．７％）（ｐ＜０．０５）であった．

１５項目で因子分析を行ったところ，「⑪家族にかくれ
て携帯を使うことがある」の回転後の因子負荷量で最も
大きかった値は０．３４（共通性は０．２４），「⑬すぐにメール
を送受信しないと不安を感じる」では０．２８（共通性は
０．２４）で，２項目の共通性が低かったため削除し，１３項
目で再度因子分析を行った．

表３に示すように因子分析によって２因子が抽出され
た．第１因子は「⑩気づくと携帯をいじっている」や「⑨
勉強など集中力が必要なときでも，携帯が気になる」，
「⑧携帯がないと落ち着かない」，「①携帯を使う時間が
思っていたよりずっと長くなる」，「⑭携帯電話の使用を
控えようと思っても自分で控えることができない」等の
８項目から構成され，全分散の３８．３％を説明した．第２
因子は「⑦携帯を使っているときに誰かにじゃまされる
とひどく腹が立つ」，「⑥携帯を使うことで，普段の生活
のいやなことを忘れる」，「③友だちと一緒にいるより携
帯を使っている方が楽しいと感じる」等の５項目から構
成され，全分散の６．２％を説明していた．因子間の相関
係数はｒ＝０．６５であった．なお，「⑤睡眠不足など，生
活習慣に悪影響がでる」は，回転後の因子負荷量が２因
子間で明確に分かれなかったが，因子負荷量が一般に分
類の目安とされる０．４に近く，依存傾向の特徴として重
要な意味をもつ項目であるので，ここでは因子負荷量が
より高い第２因子に位置付けた．

第１因子は，日常生活の中で常に身近に携帯電話の存
在があり，明確な目的の使用以外に時間つぶしのために
も利用するなど携帯電話を繰り返し使用している状態で，
習慣化した依存傾向と判断できることから「習慣的依存
傾向」と命名した．第２因子は，携帯電話を使用するこ
とで，日常生活の中で本来優先させるべきものが機能せ

表３ 携帯電話依存傾向項目及び因子分析の結果（プロマックス回転後の因子パターン）

携帯電話依存傾向項目 第１因子 第２因子

⑩ 気づくと携帯電話をいじっている ０．９０ －０．０８
⑨ 勉強など集中力が必要なときでも，携帯電話が気になる ０．８４ －０．０８
⑧ 携帯電話がないと落ち着かない ０．７３ ０．００
⑮ 暇なときには必ず携帯電話をいじる ０．７１ －０．０７
⑫ 携帯電話を使いながら寝てしまうことがある ０．４９ ０．０５
① 携帯電話を使う時間が思っていたよりずっと長くなる ０．４８ ０．１８
⑭ 携帯電話の使用を控えようと思っても自分で控えることができない ０．４５ ０．２８
④ 「携帯電話を使い過ぎている」と注意される ０．３９ ０．２２
⑦ 携帯電話を使っているときに誰かにじゃまされるとひどく腹が立つ －０．０６ ０．７５
⑥ 携帯電話を使うことで，普段の生活のいやなことを忘れる ０．０３ ０．７０
③ 友だちと一緒にいるより携帯電話を使っている方が楽しいと感じる －０．０７ ０．５８
② 家族と一緒にいるより携帯電話を使っている方が楽しいと感じる ０．０７ ０．５５
⑤ （携帯電話を使うことで）睡眠不足など，生活習慣に悪影響がでる ０．３２ ０．３６

固有値
説明された分散

５．５０
３８．３ %

１．３４
６．２ %

因子間相関係数：ｒ＝０．６５
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ずに携帯電話が代償している状況であり，心的な深層部
分での依存傾向と判断できることから「心的依存傾向」
と命名した．

因子別の項目の合計得点と因子分析による因子得点の
相関係数は，第１因子については０．９８３（ｐ＜０．００１），
第２因子については０．９７２（ｐ＜０．００１）であり，きわめ
て高いことから，以後の分析では各因子の合計得点をそ
れぞれ，習慣的依存傾向，心的依存傾向の指標として用
いた．なお，Cronbachα係数は，習慣的依存傾向の８
項目ではα＝０．８６，心的依存傾向の５項目ではα＝０．７６
であった．
２．携帯電話依存傾向と「使用内容」との関連

図１，２には対象生徒の依存傾向得点および分布を示
す．また，男女別，学年別の依存傾向得点の中央値（第
１四分位数，第３四分位数）は，習慣的依存傾向得点で
は，男 子：７．０（４．０，１２．０），女 子：１２．０（８．０，１６．０），
１年：１１．０（６．０，１５．０），２年：１０．０（５．０，１５．０），３
年：１０．０（６．０，１６．０）であった．心的依存傾向得点で
は，男子：３．０（１．０，５．０），女子：４．０（２．０，６．０），１
年：４．０（２．０，６．０），２年：３．０（２．０，５．５），３年：３．０
（１．０，５．０）であった．なお，性差をMann-Whitney検
定で分析したところ，習慣的依存傾向得点，心的依存傾
向得点ともに有意差が認められ（ｐ＜０．００１），男子に比
べ女子の方が高かった．学年差については，Kruskal
Wallis検定の結果，習慣的依存傾向得点，心的依存傾向
得点ともに有意差は認められなかった．

携帯電話使用内容と頻度を表２に示す．頻度が高い使
用内容は，「ほぼ毎日する」と回答した割合でみると
「メール」（男子４７．２％，女子５９．８％），「音楽を聴く」（男
子４１．３％，女子４２．５％）で，約半数となっている．「ツ
イッター」，「ネットショッピングやオークション」，「ワ
ンセグを見る」は男女とも５％未満と少ない結果だった．
「ゲーム」以外は女子の方が「ほぼ毎日する」の回答の
割合が高く，「メール」，「自分のプロフやブログの更
新・書き込み」，「他人のプロフやブログを見る」，「他人
のプロフやブログへの書き込み」，「SNS利用」，「ゲー
ム」，「音楽サイト検索」，「ネットショッピングやオーク

ション」，「カメラ」，「店の情報サイト」に有意差が認め
られた．

なお，学年別では，「メール」（「ほぼ毎日する」「する
日が多い」の回答は，１年：１９２名８８．９％，２年：１２０名
６９．４％，３年：１３６名７７．７％）（ｐ＜０．０１），「SNS利用」
（「ほぼ毎日する」「する日が多い」の回答は，１年：９９
名４５．８％，２年：８７名５０．３％，３年：７２名４１．１％）（ｐ＜
０．０５），「ネットショッピングやオークション」（「ほぼ毎
日する」「する日が多い」の回答は，１年：６名２．８％，
２年：１１名６．４％，３年：９名５．１％）（ｐ＜０．００１）に有
意差が認められた．

携帯電話使用内容と，習慣的依存傾向得点，心的依存
傾向得点とのSpearmanの順位相関係数を表４に示す．

図１ 習慣的依存傾向得点の分布 図２ 心的依存傾向得点の分布

表４ 携帯電話依存傾向と使用内容との関連
（Spearmanの順位相関係数）

携帯電話使用内容
習慣的依存
傾 向

心 的 依 存
傾 向

通話 ０．２６４＊＊＊ ０．１２２＊＊
メール ０．３９３＊＊＊ ０．１９９＊＊＊
自分のプロフブログの更新・
書き込み ０．４４２＊＊＊ ０．２４７＊＊＊

他人のプロフブログを見る ０．４８３＊＊＊ ０．２５４＊＊＊
他人のプロフブログへの書き
込み ０．３９３＊＊＊ ０．２２９＊＊＊

SNSを利用する ０．２３７＊＊＊ ０．２０２＊＊＊
ゲーム ０．０３２ ０．１５２＊＊＊
音楽サイト検索 ０．３１７＊＊＊ ０．３０８＊＊＊
音楽を聴く ０．２９６＊＊＊ ０．２２６＊＊＊
画像動画検索 ０．２６５＊＊＊ ０．２４０＊＊＊
ワンセグ ０．０４３ ０．０９７＊
ネットショッピング・オーク
ション ０．２３７＊＊＊ ０．１８０＊＊＊

カメラ ０．３５５＊＊＊ ０．１５６＊＊＊
趣味のサイト ０．２４４＊＊＊ ０．２４８＊＊＊
調べ物検索 ０．２３１＊＊＊ ０．２３５＊＊＊
店の情報検索 ０．２８６＊＊＊ ０．２１６＊＊＊
ツイッター ０．０６４ ０．０６３

＊：ｐ＜０．０５，＊＊：ｐ＜０．０１，＊＊＊：ｐ＜０．００１
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習慣的依存傾向得点との関連では，「ゲーム」，「ワンセ
グ」，「ツイッター」を除くすべての項目で有意な正の相
関がみられた．項目中で相対的に高いrs＝０．３以上の相
関係数がみられたのは，「他人のプロフブログを見る」
（rs＝０．４８），「自分のプロフブログの更新・書き込み」
（rs＝０．４４），「他人のプロフブログへの書き込み」（rs＝
０．３９），「メール」（rs＝０．３９），「カメラ」（rs＝０．３６），「音
楽サイト検索」（rs＝０．３２）であった．

心的依存傾向得点との関連では，「ツイッター」を除
くすべての項目で有意な正の相関がみられたが，rs＝
０．３以上の相関係数がみられたのは「音楽サイト検索」
（rs＝０．３１）のみで，他はいずれもrs＝０．３未満の弱い相
関であった．
３．体および心の不調・自覚症状得点，携帯電話使用時
間，メール送信回数について
体の不調・自覚症状に関する１０項目のCronbachα係

数はα＝０．９０であった．心の不調・自覚症状に関する５
項目のCronbachα係数はα＝０．８０であり，いずれも高
い内的整合性が確認された．

体の不調・自覚症状得点の分布はほぼ正規分布してい
たため平均値±標準偏差で要約すると，男子では１０．６±
７．４，女子では１４．９±７．９であった．心の不調・自覚症状
得点の分布は正にかたよっていたため中央値（第１四分
位数，第３四分位数）で要約すると，男子では３．０（１．０，
６．０），女子では５．０（２．０，９．０）であった．

携帯電話使用時間は男女ともに３時間以上が一番高い
割合を示しているが，女子（５５．５％）の方が男子（３３．５％）
より顕著であった．以下男子は，１時間（２１．６％），２
時間（１５．１％），１．５時間（１０．１％），０．５時間（８．７％），
０．５時間未満（７．８％），２．５時間（３．２％）で，女子は，２
時間（１３．６％），１時間（１１．０％），１．５時間（６．９％），２．５
時間（６．１％），０．５時間（４．３％），０．５時間未満（２．６％）
であった．

メール送信回数は，男女ともに１０回未満が一番高い割
合（男子３９．４％，女子２４．０％）であるが，男子の方が高
か っ た．以 下 男 子 は，１０～１９回（２１．１％），５０～５９回
（１２．８％），２０～２９回（１０．１％），３０～３９回（８．３％），４０～
４９回（４．１％）で，女子は，１０～１９回（２３．７％），２０～２９

回（１５．９％），３０～３９回（１１．６％），５０～５９回（１０．４％），
７０～７９回（２．９％），４０～４９回（２．３％）であった．また，６０
回以上をトータルでみると，男子は４．３％，女子は
１２．２％となり，女子の方が送信回数が多いことを示して
いた（１００回以上の割合は男子２．８％，女子７．２％）．

睡眠時間は，一番高い割合を示したのは男子は７時間
（４２．７％），女子は６時間（３７．６％）で，以下男子は６
時間（２６．１％），８時間（１４．７％），４時間以下（４．１％），
９時 間（２．３％），女 子 は７時 間（２８．６％），５時 間
（１５．６％），９時間（２．０％），４時間以下（１．７％）の順
であった．

睡眠不足の自覚については，女子は，感じる（３６．７％），
少し感じる（３４．１％），強く感じる（２０．２％），感じない
（９．０％）の順で，男子は，少し感じる（３４．９％），感じ
る（２６．６％），強く感じる（２３．９％），感じない（１４．７％）
の順であった．

なお，携帯電話依存傾向と睡眠時間，睡眠不足の自覚
との関連をSpearman順位相関係数で検討したところ，
習慣的依存傾向得点と睡眠時間および睡眠不足の自覚と
の間に，それぞれrs＝－０．２２（ｐ＜０．００１），rs＝０．２２（ｐ＜
０．００１）の弱い相関がみられ，同様に心的依存傾向と睡
眠時間および睡眠不足の自覚との間に，それぞれrs＝
－０．２２（ｐ＜０．００１），rs＝０．２８（ｐ＜０．００１）の 弱 い 相
関がみられた．いずれも，依存傾向が高いほど，睡眠時
間は短く，より睡眠不足を感じるという結果であった．
４．携帯電話依存傾向と体の不調・自覚症状得点との関
連
体の不調・自覚症状得点を従属変数に，学年，性別，

携帯電話使用状況（メールの送信回数，使用時間），習
慣的および心的依存傾向得点を独立変数とした重回帰分
析の結果を示す（表５）．習慣的依存傾向得点（ｐ＜
０．００１），心的依存傾向得点（ｐ＜０．００１）ともに有意な
関連がみられ，依存傾向が高くなるほど体の不調・自覚
症状得点が高くなることが示された．
５．携帯電話依存傾向と心の不調・自覚症状得点，気分
の調節不全傾向との関連
心の不調・自覚症状得点を従属変数に，学年，性別，

携帯電話使用状況（メールの送信回数，使用時間），習

表５ 携帯電話使用と体の不調・自覚症状との関連（重回帰分析の結果）

従属変数 独立変数 標準化偏回帰係数 t 有意確率

体の不調・自覚症状
合計得点

学年 ０．０１ ０．３６ n.s.
性別 ０．１８ ４．６４ ｐ＜０．００１
使用時間 －０．０３ －０．５７ n.s.
メール送信回数 －０．１５ －３．６５ ｐ＜０．００１
習慣的依存傾向 ０．１９ ３．５３ ｐ＜０．００１
心的依存傾向 ０．２７ ５．６２ ｐ＜０．００１

R２ ０．２２

※n.s.：not significant
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慣的および心的依存傾向得点を独立変数とした重回帰分
析の結果を示す（表６）．携帯電話依存傾向と心の不調・
自覚症状との関連では，体の不調・自覚症状と同様，習
慣的依存傾向（ｐ＜０．０１），心的依存傾向得点（ｐ＜
０．００１）ともに有意な関連が示された．

気分の調節不全傾向「疑いあり」と判定された生徒は，
男子２６名（１１．９％），女子４７名（１３．６％）であり，気分
の調節不全傾向を従属変数に，学年，性別，携帯電話使
用状況（メールの送信回数，使用時間），習慣的および
心的依存傾向得点を独立変数とした多重ロジスティック
回帰分析の結果（表７），心的依存傾向得点との間にの
み有意な関連（ｐ＜０．００１）がみられた．オッズ比は１．１９
（９５％信頼区間：１．０８―１．３１）だった．

Ⅳ．考 察

１．携帯電話依存傾向尺度について
本研究では，携帯電話依存傾向に関する項目を収集す

るにあたって，インターネット依存の測定尺度で用いら
れている項目４）を参考にし，事前調査による「高校生が
携帯電話への依存を自覚する状況」を加えて当初１５項目
を設定した．因子分析において共通性が小さかった２項
目については，「⑪家族にかくれて携帯を使うことがあ
る」では「ない」の回答が８０％を超えており，十分な情
報がなかったこと，「⑬すぐにメールを送受信しないと
不安を感じる」では依存傾向というよりむしろ人間関係
上の情報が反映されていると考えられたことから項目か
ら除外した．

最終的に１３項目２因子からなる携帯電話依存傾向尺度

を構成した．携帯電話の主要な機能であるインターネッ
トへの依存尺度項目や高校生自身の携帯電話への依存の
自覚をもとにした項目の収集過程から，本尺度項目につ
いては内容的妥当性があるものと考えられる．また内的
整合性が確認されたことにより，携帯電話依存傾向尺度
として利用可能であるといえる．

各因子の特徴としては，第一因子の習慣的依存傾向の
項目をみると，「気づくと携帯をいじっている」，「勉強
など集中力が必要なときでも，携帯が気になる」，「携帯
がないと落ち着かない」といった惰性的な使用，長時間
の使用習慣，使用制限に対する不安や，「携帯を使う時
間が思っていたよりずっと長くなる」，「携帯電話の使用
を控えようと思っても自分で控えることができない」の
ような使用制御の困難感も反映されている．また，第二
因子の心的依存傾向は，「携帯を使っているときに誰か
にじゃまされるとひどく腹が立つ」や「携帯を使うこと
で，普段の生活のいやなことを忘れる」，「友だちと一緒
にいるより携帯を使っている方が楽しいと感じる」のよ
うに，日常生活の中で携帯電話の使用が優先され，重要
事項の軽視や現実問題からの逃避が起きている状況を反
映しているといえる．また，「腹が立つ」，「楽しい」な
ど感情と結びついているのも特徴といえる．心的依存傾
向は引きこもり等の社会的な問題１９）２０）にもつながる可能
性がある因子で，問題が高度化する可能性を予想させる．
このように携帯電話への依存傾向は，本研究の尺度を用
いることにより習慣的依存傾向と心的依存傾向の２つの
視点から評価することができる．通話やメールといった
コミュニケーション機能に限定し，携帯電話を使用でき

表７ 携帯電話使用と「気分の調節不全傾向」との関連（多重ロジスティック回帰分析の結果）

独立変数
ロジスティック

回帰係数
Wald 有意確率 オッズ比

オッズ比の９５％
信頼区間

学年 －０．０８ ０．２５ n.s. ０．９２ ０．６８―１．２６
性別 －０．１２ ０．１８ n.s. ０．８８ ０．５０―１．５５
使用時間 －０．０５ ０．４２ n.s. ０．９５ ０．８３―１．１０
メール送信回数 －０．０３ ０．４０ n.s. ０．９７ ０．８８―１．０７
習慣的依存傾向 ０．０５ ２．３１ n.s. １．０５ ０．９９―１．１１
心的依存傾向 ０．１８ １２．９９ ｐ＜０．００１ １．１９ １．０８―１．３１

※n.s.：not significant

表６ 携帯電話使用と心の不調・自覚症状との関連（重回帰分析の結果）

従属変数 独立変数 標準化偏回帰係数 t 有意確率

心の不調・自覚症状
合計得点

学年 ０．０２ ０．５３ n.s.
性別 ０．１７ ４．２４ ｐ＜０．００１
使用時間 －０．１０ －２．１６ ｐ＜０．０５
メール送信回数 －０．１３ －３．１２ ｐ＜０．０１
習慣的依存傾向 ０．１５ ２．８７ ｐ＜０．０１
心的依存傾向 ０．３８ ８．０９ ｐ＜０．００１

R２ ０．２４

※n.s.：not significant
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ないことへの不安や過剰な使用を中心に測定する他の携
帯電話依存性尺度１２－１５）とは異なる特性をとらえていると
いえる．

携帯電話依存傾向と携帯電話の使用内容との関連を調
べたところ，習慣的依存傾向については，使用内容とし
てもっとも高頻度で用いられているメールとの相関
（rs＝０．３９）や，自他のプロフブログへの書き込みや閲
覧との相関（rs＝０．３９～０．４８）が他の項目に比べ相対的
に高く，コミュニケーションを目的として高頻度に使用
している者は習慣的依存傾向が高いと思われた．一方，
心的依存傾向では，特徴的に関連のある使用内容はみら
れなかった．相関係数も全体的に低いことから，心的依
存傾向は特徴的な使用内容で説明されるものではなく，
他の要因が関連している可能性も考えられる．心的依存
傾向の予防や改善のための介入の難しさを示唆している．

依存性と使用目的に関しては，吉田ら１５）が，高校生の
携帯メール依存には，外向性や社会的スキルが高く他者
とのコミュニケーションが活発であり，メールを多く送
信してしまうために日常生活に支障が出る「外向的メー
ル依存」と，対面でのコミュニケーションが苦手であり，
その代替として非対面，非同期的な文字コミュニケー
ションを過度に用いる「神経症的メール依存」の２つの
タイプがあることを報告している．本研究の習慣的依存
傾向は，他人のプロフブログを見る（rs＝０．４８）や書き
込み（rs＝０．３９），自分のプロフブログの更新・書き込
み（rs＝０．４４），メール（rs＝０．３９）などコミュニケーショ
ンを目的とした使用との相関が相対的に高かったことか
ら，「外向的メール依存」に近い状況があることが推測
される．

携帯電話依存傾向得点に関しては，学年による有意差
はみられなかった．高校３年間の年齢的な発達段階に大
きな差異がないことや，携帯電話の持ち始めの時期が小
学校からが２１．２％，中学校からが４０．２％との報告があ
り１），６０％以上の生徒がすでに高等学校入学の時点で
各々の携帯電話の使用習慣等を身に付けてきていること
も関連していると考えられる．一方，性差では有意差が
確認され，習慣的依存傾向，心的依存傾向ともに女子の
方が高いことが明らかになった．高校生，大学生を対象
とした先行研究においても女子の方が依存性が高いこと
が報告されており３）１３）１５）２１），田山ら３）２１）は，高校生を対象と
して，ストレス反応の性差（女子が高い）が依存傾向の
男女差に影響している可能性を報告している．本研究で
は，使用内容において，女子は「ほぼ毎日する」の割合
が「ゲーム」以外の項目で男子よりも高く，特に有意差
があり目立っていたのは，メールやプロフブログを見た
り更新したり書き込んだりといったコミュニケーション
目的の使用であった．これらの使用内容とストレス反応
の要因が依存傾向の男女差に結びついている可能性も考
えられる．

なお，使用内容の学年差については，特に１年生の

「メール」の使用頻度が高かった．入学後の新しい人間
関係構築のためのコミュニケーションを目的とした使用
が推測される．それが依存傾向項目回答の学年差に表れ，
「『携帯を使いすぎている』と注意される」，「携帯がな
いと落ち着かない」，「すぐにメールを送受信しないと不
安を感じる」の１年生の回答の高さに結びついたと考え
られる．
２．携帯電話依存傾向と体の不調・自覚症状

重回帰分析により，体の不調・自覚症状得点と習慣的
依存傾向得点および心的依存傾向得点の関連を検討した
ところ，習慣的および心的依存傾向が高くなるほど体の
不調・自覚症状が上昇していた．この関連は，独立変数
に，学年，性別のほか，携帯電話の使用量を反映する携
帯電話使用時間，メール送信回数を投入し，これらの変
数を制御した結果であることに注目したい．すなわち，
携帯電話の使用時間・頻度とは独立に，依存傾向にある
こと自体が体の不調・自覚症状の頻度を高めることを意
味している．因果関係は明確ではないが，このことは，
携帯電話使用にかかわる体の不調・自覚症状を改善する
には，単に使用時間や頻度に着目するだけでは十分では
なく，依存傾向の状態に着目する必要があることが示さ
れたといえる．携帯電話の使用時間の実態から，生活面
への影響２），携帯電話の使用時間と睡眠、問題行動との
関連３）等の報告もあるが，今後は，依存傾向の視点で働
きかけていくことが必要であると考える．

携帯電話依存傾向と体の不調・自覚症状との関連に介
在する要因については，その一部を推測することは可能
である．これまでに多くの研究で，児童生徒の睡眠習慣
を含む生活習慣と健康状態との関連について繰り返し報
告されている２）１６）２２）２３）．また，小学６年・中学２年・高校
２年生の携帯電話の使用と睡眠習慣等の関連性２），携帯
電話の使用が睡眠障害を介して不定愁訴と関連している
という報告２３）がみられる．本研究では，習慣的依存傾向
得点と睡眠時間（rs＝－０．２２）および睡眠不足の自覚（rs＝
０．２２），また心的依存傾向得点と睡眠時間 （rs＝－０．２２）
および睡眠不足の自覚（rs＝０．２８）がいずれも０．１％水
準で有意な関連を示していた．相関係数自体は高くはな
いが，携帯電話依存傾向が睡眠習慣や睡眠の質に影響し，
結果として体の不調につながる可能性は，一つの道筋と
して考えられる．以下に述べる心の不調との関連でも同
様のことがいえると考える．
３．携帯電話依存傾向と心の不調・自覚症状および気分
の調節不全傾向
重回帰分析により，心の不調・自覚症状得点と習慣的

依存傾向得点および心的依存傾向得点の関連を検討した
ところ，習慣的および心的依存傾向が高くなるほど心の
不調・自覚症状得点が上昇していた．この関連も，独立
変数に，学年，性別，携帯電話使用時間，メール送信回
数を制御のうえ得られた結果であり，携帯電話の使用時
間・頻度とは独立に携帯電話依存傾向が心の不調・自覚
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症状と関連するという結果であった．因果関係について
は明らかではないが，携帯電話依存傾向に陥っている生
徒では，心の不調・自覚症状が悪化している可能性があ
ることが分かった．高校生を対象とした先行研究の中に
は，携帯電話依存の主要因の一つとして，精神病理学的
な背景因子が関与する可能性を示す報告２１）もあることか
ら，携帯電話依存傾向と心の健康との関連をさらに検討
していく必要があるといえる．また，心の健康状態には
多くの要因がかかわっていることが考えられるが，その
中でも，精神的なストレスと携帯電話依存傾向との関連
を報告している先行研究がある．田山ら２１）は，携帯メー
ル尺度を用いて高校生の携帯電話依存を測定し，携帯電
話依存が心理的ストレス反応を増悪していることを報告
し，その後独立したリスク要因であることを報告してい
る３）．竹内ら２４）は，携帯電話のメール送受信回数を指標
とした依存傾向が強くなるほど，中学生のストレス反応
得点が高くなることを報告している．心の健康状態には
ストレス症状が大きくかかわるが，本研究の心の不調・
自覚症状項目はストレス反応の症状も同時に反映してお
り，高校生の携帯電話依存とストレス症状，心の健康状
態とが関連していることが考えられる．また，今野ら１３）

は，大学生を対象として，「ケータイ依存」が強いほど
自分が他者にどのようにみられているかが気になる傾向
が認められ，他者に対する敏感さと関連をもつことを報
告している．これらの心理はストレスの原因となる可能
性があり，携帯電話依存と心の健康状態との関連性を説
明している可能性がある．

気分の調節不全傾向は，抑うつ状態など，気分，感情
面のトラブルに陥っている生徒を抽出する際に用いられ
る指標であるが，本研究の対象生徒では，その疑いのあ
る生徒はサーベイランス事業報告書２２）の報告よりも高い
割合であった．依存傾向との関連では，心的依存傾向得
点のみオッズ比（１．１９）が有意であり，心的依存傾向得
点が１単位（１．０点）上昇するごとに気分の調節不全の
「疑いあり」と判定される確率が１．１９倍になるという結
果であった．この気分の調節不全傾向尺度は抑うつ状態
を背景としており１８），「だるい」，「気持ちが落ち込む」，
「怒りやすい」２４）や「感情を抑えられない」，「何かに集
中できない」２１）といったストレス反応にかかわる症状は，
気分の調節不全傾向の項目１７）に含まれていることから，
心的依存傾向が何らかのストレス状況と関連する可能性
が考えられる．

なお，インターネットへの依存傾向に関連する先行研
究の中で戸部ら１１）は，中学生・高校生のインターネット
依存傾向得点は気分の調節不全傾向と関連があることを
報告している．また，鄭７）は，大学生のインターネット
依存傾向と日常的精神健康には関連があり，特に，実生
活の場面や現実での対人関係場面でなんらかの支障や不
適応状態が考えられ，インターネット上での関係を優先
している傾向が推測されるとしている．本研究における

心的依存傾向と音楽サイト・画像動画・趣味のサイト検
索やプロフブログ閲覧などのインターネット機能の使用
との間には関連が認められること（表４），尺度項目の
中には「携帯を使うことで，普段の生活のいやなことを
忘れる」，「友だちと一緒にいるより携帯を使っている方
が楽しいと感じる」といった日常生活の中で携帯電話の
使用が最優先され現実問題からの逃避が起きている状況
を示すものがあることから，同様の傾向がある可能性も
考えられる．

以上，本研究の結果より，高校生の携帯電話依存傾向
と体および心の不調・自覚症状，気分の調節不全傾向と
の関連が明らかになった．このことから，携帯電話依存
傾向は心身の健康に関連し，高校生の健康管理の視点か
らも重要な課題ということができる．

本研究の結果は，高校生の体の健康と睡眠習慣の改善
には，その関連要因として，携帯電話依存傾向を考慮し
ながらアプローチを行う必要があることを示している．
また，携帯電話依存傾向が心の健康と関連していること
が示され，特に心的依存傾向との関連がより強いことが
わかった．携帯電話依存傾向の視点で生徒の変化をとら
え，依存傾向の予防や改善のための指導をしていくこと
が必要である．

一方，習慣的依存傾向とコミュニケーション機能の使
用との関連も確認されており，携帯電話依存傾向の予
防・改善のために介入を検討する際には，使用内容との
関連もみていく必要があると考える．
４．本研究の限界と今後の課題

本研究の調査はスマートフォンが普及し始める前に実
施しており，スマートフォンを使用している生徒は見当
たらなかった．その後のスマートフォンの普及に伴なっ
てインターネットの利用性が飛躍的に拡大したこともあ
り，スマートフォン普及後の傾向は本研究の調査時とは
違った様相を示している可能性がある．この点は本研究
の限界の一つである．その一方で，本研究の一つの意義
としては，携帯電話の機器や機能が急速に進歩，変化し
ている過程における児童生徒への影響の現れ方を理解す
るためのベースラインとしてのデータを提供している点
があげられる．今後の課題としては，スマートフォン普
及前後の変化の状況の検討，および携帯電話依存傾向を
改善するための介入方法の検討があげられる．

本研究は，横断的な調査による研究であるため因果関
係を明らかにすることはできなかった．無作為で行われ
た研究ではないことも本研究の限界の一つである．加え
て，本研究で構成した尺度については，妥当性の検討に
ついてさらに検討を進める必要がある．

Ⅴ．ま と め

本研究では，高校生を対象に携帯電話依存傾向の測定
尺度を構成し，高校生における携帯電話依存傾向と使用
内容との関連および心身の健康状態との関連を明らかに
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することを目的とした．その結果，携帯電話依存傾向と
して「習慣的依存傾向」と「心的依存傾向」の２つの因
子が抽出され，各因子と以下のような変数との関連が明
らかになった．

○「習慣的依存傾向」，「心的依存傾向」ともに，心お
よび体の不調・自覚症状と有意な関連がみられ，ま
た，睡眠時間および睡眠不足の自覚との関連もみら
れた．

○気分の調節不全には「心的依存傾向」のみが有意な
関連を示した．

このように，携帯電話依存傾向は，高校生の心身の不
定愁訴や睡眠習慣など種々の健康問題と関連しているこ
とが明らかになった．
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Ⅰ．緒 言

性に関する体の発育・発達は障害がある人もない人も
同様であるが，障害の種類によっては遅れることがある．
しかし，誰にでも二次性徴が発現し，それぞれ不安や悩
みを抱えたりする．また，障害がある児童生徒等の性教
育の目標は，障害がない児童生徒等の目標と同じである
が，その障害の状態や程度に応じて障害を克服し，共に
生きる社会の一員としての自覚を高め，社会的自立を促
すようにすることが大切であることが指摘されている．
このため，障害がある児童生徒等に対する性教育の目標
は，障害の種別や状態に応じて設定する必要があると言
われている１）．

木戸らは，性非行および性犯罪と関連する障害として，
広汎性発達障害，なかでもAsperger症候群を挙げ，障
害を抱える児童生徒が，性犯罪の被害者や加害者になる
可能性について指摘している２）．この事は，障害を抱え
る子どもも思春期にさしかかれば二次性徴が発現し，性
衝動のコントロールや自分の身を守ることを学習する必
要があり，障害児における性教育が重要であることを意
味している．しかし，障害児に対する性教育の実践は，
障害の程度や種別の多様性から，「何を」「どこまで」「ど
のように」指導したらいいのかといった指導上の困難が
指摘されているのが現状である３）．一人ひとりのニーズ
や障害に応じた性教育の実施指導案を作成するには，障
害児における性教育の実施状況やニーズの現状の把握が
必要であると考える．

これまでにも，特別支援学校における障害児の性教育
についての調査は行われているが，その調査内容や結果
の表示方法が様々であり，結果の比較が困難である．例
えば，結果表示について回答数全体に対する割合（％）
のみが示されているものや，グラフによる図示のみで割

合（％）が数値で示されていないものなどが混在してい
る．そこで本研究は，全国の特別支援学校を対象として，
性教育の実施状況，ニーズについて質問紙法による調査
を行っている文献を抽出し，記載されたデータを比較可
能な形で整理することで特別支援学校における性教育の
実態を明らかにすることを目的とする．
※学校種の呼称については，養護学校や精神薄弱養護学

校等あるが，本研究においては「特別支援学校」に統
一する．

Ⅱ．方 法

医学中央雑誌，国立情報学研究所学術論文データベー
ス（Cinii），国立教育政策研究所教育研究論文索引の３
つのデータベースから２０１３年までの全年検索を行った．
キーワードとして，「障害」「特別支援」「性教育」を組
み合わせ検索し，重複するものを排除した１２８件の文献
を，質問紙調査による量的データを収集したもの３５件，
質的データを収集したもの１０件（半構造的面接法＋非構
造化面接法１，事例２，学習会の効果２，半構造的面接
法１，面接法１，インタビュー３）計４５件，データを収
集していないもの（文献研究含む）６５件，その他１８件に
分類し，質問紙調査により量的データを収集している３５
件から，性教育実施状況および性教育のニーズについて
全国調査を行っている１２件を抽出し，分析対象とした．
加瀬ら４）（１９９１）のデータに関しては，最も早い時期に
行われた全国調査であったため，分析対象としたが，
データを推計する方法でしか分析を行えなかったことが
問題として残る．

性教育の実施状況および性教育のニーズについての調
査は，木戸ら１７）や木村ら１９）の報告のように，都道府県単
位で行われているものもある．本研究では，前川が指摘
しているように地域間で教育に格差が生じていること

特別支援学校における性教育の実施状況および
ニーズについての文献的検討

～全国を対象にした文献に焦点をあてて～
光 武 智 美

大分県立看護科学大学看護学研究科健康科学専攻博士後期課程

Status of and Issues in Sex Education for Children at
Special Needs Schools―Focus on National Surveys in Japan―

Tomomi Mitsutake
Oita University of Nursing and Health Sciences Nursing science graduate course health science specialty doctoral course

Key words：children with special needs，special support，sex education
障害，特別支援，性教育
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表１ 分析対象とした分遣および調査内容別一覧

NO 著者
発
行
年

タイトル 雑誌名

実施状況調査 ニーズ調査
回答者 校種別 内容別 回答者 校種別 内容別

教
諭
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教
諭

保
護
者

あ
り

あ
り

教
諭

養
護
教
諭

保
護
者

あ
り

あ
り

Ａ 加瀬進４） １９９１ 我が国の障害者教育諸学校における
性教育の現状

性研究会議会報
３：３０―３７ ● ● ○ ○

Ｂ
児島芳郎２１）

越野和之
大久保哲夫

１９９６ 知的障害児の性教育に関する一考
察：養護学校全国調査より

奈良教育大学紀要．
人文・社会科４５：
２０１―２１７

● ● ○ ○
※１

Ｃ 尾原喜美子１３）

木村龍雄 １９９８
障害児学校における性教育の現状と
課題―養護教諭を対象とした養護・
聾・盲学校の全国的調査

高知大学教育学部
研究報告第１部：
１３３―１４５

○ ○ ○ △ ○

Ｄ
木戸久美子１７）

林 隆
吉田一成

１９９８
発達障害児に対する性教育の現状：
指導者の性に関する意識・関心と指
導内容の関係

山口大学研究論叢．
芸術・体育・教育・
心理４８：２７１―２８２

○ ○ ○
※２

Ｅ 木村龍雄１９）

尾原喜美子 １９９８
障害児学校の性教育に対する教師の
意識―養護・聾・盲学校の全国的調
査

高知大学教育学部
研究報告第１部：
１４７―１５８

○ △ ○

Ｆ 木村龍雄２０）

尾原喜美子 １９９８
障害児学校における性教育の現状と
課題 養護・聾・盲学校の全国的調
査から

教育保健研究１０
号：３１―３９ ☆ ○ ○ ○ ○

※２

Ｇ 児島芳郎２２） １９９８ 全国調査にみる性教育の現状と課題 障害者問題研究
２５：３１４―３２１ ● ● ○ ○

※１

Ｈ
林 隆３１）

市山高志
西河美希ほか

１９９８ 発達障害児に対する性教育の取り組
み

障害者問題研究
２５：３２２―３２９ ○ ○ ○ □

Ｉ 入谷仁士７）

木村龍雄 １９９９
障害児学校における性教育の必要性
について：養護・聾・盲学校におけ
る教師および養護教諭を対象とした
全国調査より

思春期学１７：３５１―
３５９ ☆ ○ ○ ○ ○

※２

Ｊ
木戸久美子１８）

林 隆
中村仁志ほか

２００４
知的障害をもつ子どもの性に関する
親の意識についての研究 親と子ど
もの性差による比較

発達障害研究２６：
３８―５１ ○ ○

Ｋ 山田晃生３７）

水内豊和 ２０１０
特別支援学校における性教育に対す
る意識と実態：国立大学法人の附属
特別支援学校の意識ならびに養護教
諭を対象とした質問紙調査から

富山大学人間発達
科 学 部 紀 要５：
４９―６４

○ ○ ○ ○
※１ ○ ○ ○

○
※１
※２

Ｌ 児島芳郎２３）

細渕富夫 ２０１１
知的障害特別支援学校における性教
育実践の現状と課題：全国実態調査
の結果より

埼玉大学教育学部
附属教育実践総合
センター紀要１０：
１０５―１１０

● ● ○

●●回答者の属性についての情報：
文献Ａ 回答者の属性についての記載がない（全国の盲・聾・養護学校の全数を対象）．
文献Ｂ 全国の精神薄弱養護学校小学部，中学部，高等部を対象とし，性教育担当者またはそれに準ずる者．
文献Ｇ 小学部，中学部，高等部を対象．
文献Ｌ 全国の知的障害特別支援学校の性教育の担当教員，または，性教育実践の実態を把握している教員など．

※１ 校種別クロス集計あり．
※２ 職種とのクロス集計あり．
☆ 養護教諭を含む複数名の教諭が対象．そのうちの養護教諭のデータを分析
□ 性教育を実施していない場合にどのくらいニーズがあるかについての調査．
△ 保護者のニーズを養護教諭，学級担任が予測して解答している．
・文献Ｄ，Ｈは，各校一名から回答を得ている．
・文献Ｋは，小学部，中学部，高等部のデータのみを分析した．
・文献ＣとＦについて：文献Ｃが養護学校のデータで，文献Ｆは，養護・聾・盲学校を合計したデータ（実施状況・実施内

容・必要と思われる指導内容）．
・文献Ｇは，文献Ｂの再分析．
・文献Ｅ，文献Ｆ，文献Ｉのデータは共通．文献Ｅは，養護，聾，盲それぞれのデータ．文献Ｆは，養護，聾，盲学校を合計

したデータ．文献Ｉは，養護学校のみのデータ．
・著者名右横の数字は，引用文献の番号．
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や５），都道府県レベルの障害児地域生活支援事業の取り
組みについて地域差が大きいとの報告があること６），ま
た，年次推移を検討するには，調査対象地域を統制する
必要があることから，全国調査を行っている文献のみを
対象とした．

分析対象とした文献について，実施状況調査および
ニーズ調査別に，対象者（教諭・養護教諭・保護者），
校種別集計の有無，教育内容別集計の有無について整理
したものを表１に，データの整理方法を表２に示す．回
答者の属性についての記載がない文献４件は，学校を対

象とした実施状況の調査だった．（例：文献Ｂは，小学
部，中学部，高等部に質問紙を配布し，性教育担当また
はそれに準ずる者に記入を求めている）．性教育実施状
況は学校単位（校種別）でのデータであるため，属性が
記載されていないこれら４件の調査も分析対象とした．
性教育の内容の調査については，学校単位（校種別）に
集計し，ニーズ分析については，職種別の集計も行った．
また，同一の調査によるデータが掲載されている文献に
ついては，実施状況およびニーズの集計時に，データの
重複がないようにした（表１）．

表２ データ整理方法（文献記号は表１による）

１．全体に共通のデータ整理方法
１）測定値が文献に記載されず，グラフの長さによる表記のみの場合は，グラフの長さを測定結果に基づき実数を推計し

た．グラフの長さの測定は，二名が独立して行い，一致しない場合，二名がそれぞれ改めて測定し，協議の上決定した．
［文献Ｄ，Ｈ，Ｊ，Ｋ］（例）性教育に必要だと思われる指導内容が「出産」と答えた小学部（ｎ＝２８）を表すグラフ
の長さが３．１cmの場合，１２．３cm＝１００％＝２８人．１２．３：１００＝３．１：ｘより，２５．２％．２８×２５．２％＝７．０５．小数点第一位
を四捨五入し，７人とした．

２）文中に％のみが記載されている場合，その値から実数を算出した．［文献Ａ，Ｂ，Ｇ，Ｌ］（例）小学部２８校中，８９．３％
との記載がある場合，２８×０．８９３＝２５．００４．小数点第一位を四捨五入し，２５校とした．

２．実施状況についてのデータ整理方法
１）小学部で低学年，中学年，高学年に分けてデータが収集されている場合，低学年，中学年で実施しているケースでは，

最も高いデータを小学部の代表データとした．［文献Ｃ，Ｆ，Ｉ，Ｋ］（例）小学部低学年２８．２％，中学年３２．４％，高学
年４５．１％の場合，高学年の結果である４５．１％を小学部のデータとした．

２）性教育の実施を「系統的に・段階的に，必要に応じて個別に，性教育を実施したことがある」と回答したものを「実
施」とした．［文献Ａ］

３）「定期的な性教育を実施している」または「不定期の性の指導を実施している」と回答したものを「実施」とした．［文
献Ｂ］

４）「性教育を実施したことがある」と回答したものを「実施」とした．［文献Ｄ］
５）「性教育を教育課程に位置づけて行っている」と回答したものを「実施」とした．［文献Ｌ］
６）文献Ａの精神薄弱養護学校の回収数について：

調査対象は，全国の盲，聾，養護学校（精神薄弱・肢体不自由・病弱）の全数２，３９７校であるが，校種別や学部別の学
校数の情報が記載されていない．そのため，平成３年度学校基本調査報告書（文部省）を参照の上，校種間および学部
別の回答に偏りがないと仮定し，校種別や学部別の回収数を推計した．精神薄弱養護学校小学部の回収数の推計方法の
例をあげる．（例）平成３年度学校基本調査報告書（文部省）の資料より，養護学校（精神薄弱・肢体不自由・病弱）
小学部数は７３６校，養護学校（精神薄弱・肢体不自由・病弱）小学部の回収率は，文献Ａより７４．５％であり，７３６×０．７４５
＝５４８．３２で小数点第一位を四捨五入し，５４８校を回収数とした．文献Ａには，精神薄弱養護学校の回収数の記載がない
ため，平成３年度学校基本調査報告書（文部省）の資料より，精神薄弱養護学校数が，４９３校，精神薄弱・肢体不自由・
病弱養護学校の全数が７８３校であることから，５４８×４９３／７８３＝３４５．０３，小数点第一位を四捨五入し，３４５校を精神薄弱養
護学校の回収数とした．

３．指導内容に関するデータ整理方法
１）指導内容を児嶋２１）を使って分類（表５参照）した．各分類において，項目が２つ以上ある場合は，実施率の一番高い

項目をその分類の代表値とした．［文献Ａ，Ｄ，Ｅ，Ｈ，Ｊ，Ｋ］（例）「せいけつ」「みだしなみ」「からだの名前」「か
らだの成長」「子どもとおとな」「ひげのそりかた」を分類①「身体に関すること等」とした．「せいけつ」の実施率が７４．２０％
で一番高いため，「せいけつ」を分類①「身体に関すること等」のデータとした．１２６５校中，７４．２０％であり，１２６５×０．７４２
＝９３８．６３で，小数点第一位を四捨五入し，９３９校．１２６５校中９３９校が実施とした．

４．ニーズにおけるデータの整理方法
１）回答校数についての記載がなく，養護教諭１２１名とのみ記載されている場合は，養護教諭は一名配置の場合が多いこ

と，複数配置であっても，複数の養護教諭が同一の勤務校に関して同時に回答する可能性が低いことから，１２１校から
の回答があったものとした．

２）性教育の未実施校中，「今後取り組みたい」，「予定はないが必要性は感じる」を「ニーズがある」ものとした．［文献
Ｈ］

３）「学校における性教育に賛成」を「ニーズがある」ものとした．［文献Ｊ］

３６９光武：特別支援学校における性教育の実施状況およびニーズについての文献的検討



Ⅲ．結 果

１．「全文献」および「量的データを収集している文献」
の年次推移
全文献（１２８件），質問紙調査などを行い量的データを

収集している文献３）４）７－３９）（３５件）の年次推移を，表３に
示す．
２．特別支援学校における性教育の実施状況について

性教育の実施状況を校種別に調査した文献８件（文
献：Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｆ，Ｇ，Ｉ，Ｋ，Ｌ）を抽出した（表
１※以下，文献は表１を参照）．そのうち，同一データ
を再分析している文献（異なる視点から再分析している
文献）を除いた文献５件（文献：Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｋ，Ｌ）
について，表２の１，２に従って，文献に記載された
データから，実施校数を算出した．年次推移を校種別
（小学部，中学部，高等部）に集計したものを表４に示
す．

表４の校種別に集計した実施状況について，χ２検定
を行った結果，１％水準で有意だった（χ２

（２）＝４９．３９６，
p＜．０１）．残渣分析を行ったところ，高等部の実施校数
が期待値より高く（p＜．０１），小学部の実施校数が期待
値より低かった（p＜．０１）．また，年度別の実施状況に
ついてχ２検定を行った結果，１％水準で有意だった
（χ２

（２）＝１６６．５１３，p＜．０１）．残渣分析を行ったところ，
１９９１年，２０１１年の実施状況は，期待値より高く（p
＜．０１），１９９６年，１９９８年，２０１０年の実施状況は，期待値
より低かった（p＜．０１）．
３．特別支援学校で実施している性教育の内容

性教育の内容について調査している文献６件（文献：
Ａ，Ｂ，Ｄ，Ｇ，Ｈ，Ｋ）を抽出した．同一データを再
分析している文献（異なる視点から再分析している文献）
を除いた文献５件（文献：Ａ，Ｂ，Ｄ，Ｈ，Ｋ）につい
て，支援学校で実施している性教育の内容を児嶋２１）（表
５）に基づき，①「身体に関すること等」，②「第二次
性徴に関すること等」，③「人間関係に関すること等」，
④「性交・結婚に関すること等」，⑤「性に関する問題
行動等」，⑥「その他」に分類した．

表２の１，３に従って，文献に記載されたデータを，
児嶋２１）（表５）に基づいて分類し，集計したものを表６
に，校種別に集計したものを表７に示す．また，年次別
に集計したものを表８に示す．

表７の性教育の実施内容の校種別のデータに関して，
「①身体に関すること等」についてχ２検定を行った結
果，小学部，中学部，高等部の実施状況に差はみられな
かった．「②第二次性徴に関すること等」について，χ２

検定を行った結果，１％水準で有意だった（χ２
（２）＝

１４．５５７，p＜．０１）．残渣分析を行ったところ，高等部の
実施校数が期待値より高く（p＜．０１），小学部の実施校
数が期待値より低かった（p＜．０１）．「③人間関係に関
すること等」について，χ２検定を行った結果，１％水

表３ 「全文献数」／「量的データを収集している文献数」の
年次推移

年 件数 年 件数 年 件数

１９８３ １／０ １９９３ ２／１ ２００３ ３／０
１９８４ ３／０ １９９４ ２／０ ２００４ ９／１
１９８５ ２／０ １９９５ １／０ ２００５ ８／１
１９８６ ０／０ １９９６ ２／１ ２００６ ３／１
１９８７ ４／３ １９９７ １／０ ２００７ ７／０
１９８８ １／１ １９９８ １３／６ ２００８ １２／５
１９８９ １／１ １９９９ ４／３ ２００９ ９／１
１９９０ ３／１ ２０００ ５／１ ２０１０ １３／３
１９９１ ３／２ ２００１ ３／２ ２０１１ ４／１
１９９２ ０／０ ２００２ ６／０ ２０１２ ３／０

２０１３ ０／０

表４ 特別支援学校における性教育の実施状況（校種別）
（％）

年 小学部（５） 中学部（５） 高等部（５） 計

１９９１
８４．４（１） ８９．４（１） ９４．９（１）
２９１／５４ ３０８／３７ ２１４／１１ ８１３／１０２

１９９６
６６．３（１） ６６．２（１） ７９．０（１）
１７３／８８ １７６／９０ １７３／４６ ５２２／２２４

１９９８
４５．１（１） ５４．９（１） ６７．６（１）
３２／３９ ３９／３２ ４８／２３ １１９／９４

２０１０
５３．６（１） ６５．５（１） ６６．７（１）
１５／１３ １９／１０ １８／９ ５２／３２

２０１１
６９．０（１） ８３．８（１） ８７．７（１）
２０３／９１ ２３８／４６ ２６５／３７ ７０６／１７４

計 ７１４／２８５ ７８０／２１５ ７１８／１２６

※（ ）内の数字は文献数．
※下段は，実施校数／非実施校数．

表５ 児島ら（１９９６）に基づく性教育指導内容の分類

①「身体に関する
こと等」

生れた時のこと，身体の名称，身体の
成長，身体の清潔，健康維持等

②「第二次性徴に
関すること等」

男子の体のしくみ，女子の体のしくみ，
第二次性徴，初潮・月経，精通・夢精，
マスターベーション

③「人間関係に関
すること等」

友情・愛情，男女交際，家族の役割等

④「性交・結婚に
関すること等」

性交，避妊・家族計画，中絶・性病，
妊娠・出産，結婚・男女の協力等

⑤「性に関する問
題行動等」

性被害にあわない，性の問題の加害者
にならない等

⑥「その他」
トイレの区別・使い方，遺伝，妊娠中
の障害，障害，差別，人間と動物の違
い，育児等

３７０ 学校保健研究 Jpn J School Health５６；２０１４



準で有意だった（χ２
（２）＝５２．０２７，p＜．０１）．残渣分析を

行ったところ，高等部の実施校数が期待値より高く（p
＜．０１），小学部の実施校数が期待値より低かった（p
＜．０１）．「④性交・結婚に関すること等」について，χ２

検定を行った結果，１％水準で有意だった（χ２
（２）＝

６９．２４８，p＜．０１）．残渣分析を行ったところ，高等部の
実施校数が期待値より高く（p＜．０１），小学部，中学部
の実施校数が期待値より低かった（p＜．０１）．「⑤性に
関する問題行動等」χ２検定を行った結果，１％水準で
有意だった（χ２

（２）＝４９．６４６，p＜．０１）．残渣分析を行っ

たところ，高等部の実施校数が期待値より高く（p
＜．０１），小学部の実施校数が期待値より低かった（p
＜．０１）．

表８の調査年別での特別支援学校における性教育の実
施内容の１９９１年のデータに関してχ２検定を行った結果，
１％水準で有意だった（χ２

（２）＝１０６０．３０３，p＜．０１）．残
渣分析を行ったところ，「①身体に関すること等」，「②
第二次性徴に関すること等」の実施校数が期待値より高
く（p＜．０１），「③人間関係に関すること等」，「④性交・
結婚に関すること等」の実施校数が期待値より低かった
（p＜．０１）．１９９６年のデータに関してχ２検定を行った結
果，１％水準で有意だった（χ２

（２）＝１５１．７３５，p＜．０１）．
残渣分析を行ったところ，「①身体に関すること等」の
実施校数が期待値より高く（p＜．０１），「④性交・結婚
に関すること等」，「⑤性に関する問題行動等」の実施校
数が期待値より低かった（p＜．０１）．１９９８年のデータに
関してχ２検定を行った結果，１％水準で有意だった
（χ２

（２）＝２２８．３８５，p＜．０１）．残渣分析を行ったところ，
「②第二次性徴に関すること等」の実施校数が期待値よ
り高く（p＜．０１），「①身体に関すること等」，「④性交・
結婚に関すること等」の実施校数が期待値より低かった
（p＜．０１）．２０１０年のデータに関してχ２検定を行った結
果，１％水準で有意だった（χ２

（２）＝７２．１００，p＜．０１）．
残渣分析を行ったところ，「①身体に関すること等」，
「②第二次性徴に関すること等」，「③人間関係に関する
こと等」の実施校数が期待値より高く（p＜．０１），「④
性交・結婚に関すること等」，「⑤性に関する問題行動
等」の実施校数が期待値より低かった（p＜．０１）．

表６ 特別支援学校における性教育の実施内容（％）

分類／対象 教諭・養護教諭（５）

①「身体に関すること等」
７２．０（５）
１３２９／５１７

②「第二次性徴に関すること等」
６９．６（５）
１２８５／５６１

③「人間関係に関すること等」
４５．１（５）
８３２／１０１４

④「性交・結婚に関すること等」
２８．７（５）
５２９／１３１７

⑤「性に関する問題行動等」
４３．４（３）
５０８／６６３

⑥「その他」
４５．０（５）
８３１／１０１５

※（ ）内の数字は文献数．
※⑤「性に関する問題行動等」は，全文献５件中，調査該当

項目があったのが３文献．
※下段は，実施校数／非実施校数．

表７ 特別支援学校における性教育の実施内容（校種別）
（％）

分類／対象
校種別

小学部（２） 中学部（２） 高等部（２）

①「身体に関する
こと等」

９２．４（２）
６１／５

９７．５（２）
７８／２

９５．１（２）
１１７／６

②「第二次性徴に
関すること等」

７２．７（２）
４８／１８

９１．３（２）
７３／７

９１．１（２）
１１２／１１

③「人間関係に関
すること等」

４０．９（２）
２７／３９

６６．３（２）
５３／２７

９０．２（２）
１１１／１２

④「性交・結婚に
関すること等」

１２．１（２）
８／５８

２６．３（２）
２１／５９

６９．１（２）
８５／３８

⑤「性に関する問
題行動等」

１８．２（２）
１２／５４

４２．５（２）
３４／４６

７０．７（２）
８７／３６

⑥「その他」
１２．１（２）
８／５８

１１．３（２）
９／７１

１５．４（２）
１９／１０４

※（ ）内の数字は文献数．
※下段は，実施校数／非実施校数．

表８ 調査年別での特別支援学校における性教育の実施内容
（％）

分類 １９９１（１） １９９６（１） １９９８（２） ２０１０（１）

①「身体に関する
こと等」

７４．２（１）
６６９／２３３

９８．６（１）
２０４／３

５９．９（２）
４０４／２７１

８３．９（１）
５２／１０

②「第二次性徴に
関すること等」

５７．８（１）
５２１／３８１

６３．８（１）
１３２／７５

８６．１（２）
５８１／９４

８２．３（１）
５１／１１

③「人間関係に関
すること等」

１９．２（１）
１７３／７２９

６９．１（１）
１４３／６４

６９．３（２）
４６８／２０７

７７．４（１）
４８／１４

④「性交・結婚に
関すること等」

９．８（１）
８８／８１４

４６．９（１）
９７／１１０

４８．４（２）
３２７／３４８

２７．４（１）
１７／４５

⑤「性に関する問
題行動等」

４１．６（１）
３７５／５２７

５１．２（１）
１０７／１００

―
―

４１．９（１）
２６／３６

⑥「その他」
６７．４（１）
６０８／２９４

１０．６（１）
２２／１８５

２７．７（２）
１８７／４８８

２２．６（１）
１４／４８

※（ ）内の数字は文献数．
※１９９８年の⑤「性に関する問題行動等」の「―」の箇所は，

調査該当項目がない．
※下段は，実施校数／非実施校数．
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４．特別支援学校における性教育のニーズについて
性教育のニーズ状況を調査した文献７件（文献：Ｃ，

Ｅ，Ｆ，Ｈ，Ｉ，Ｊ，Ｋ）を抽出した．そのうち，同一
データを再分析している文献（精神薄弱，盲，聾をまと
めて分析しているデータは除き，精神薄弱のみのデータ
を用いた）を除いた文献６件（文献：Ｃ，Ｅ，Ｈ，Ｉ，
Ｊ，Ｋ）について，表２の１，４に従って，文献に記載
されたデータを，回答者の属性別（教諭，養護教諭，保
護者）に集計したものを年度別に整理したものを表９に
示す．

表９の回答者の属性別に集計したデータについてχ２

検定を行った結果，１％水準で有意だった（χ２
（２）＝

４０３．７８１，p＜．０１）．残渣分析を行ったところ，教諭，
養護教諭で必要であると回答した割合が期待値より高く
（p＜．０１），保護者で期待値より低かった（p＜．０１）．

５．特別支援学校における性教育に必要と思われる指導
内容
性教育に必要と思われる指導内容を調査した文献５件

（文献№：Ｃ，Ｅ，Ｆ，Ｊ，Ｋ）を抽出した．そのうち，
同一データを再分析している文献（精神薄弱，盲，聾を
まとめて分析しているデータは除き，精神薄弱のみの
データを用いた）４件（文献：Ｃ，Ｅ，Ｊ，Ｋ）につい
て，学校で実施している性教育の内容を，特別支援学校
で実施している性教育の内容と同様に，児嶋２１）（表５）
に沿って分類した．

表２の１，３に従って，文献に記載されたデータを，
児嶋２１）（表５）に沿って分類し，回答者の属性別（教諭，
養護教諭，保護者）に集計したものを表１０に，校種別に
集計したものを表１１に示す．また，年次別に集計したも
のを表１２に示す．

表１０の「①身体に関すること等」についてχ２検定を
行った結果，１％水準で有意だった（χ２

（２）＝１３７．９７２，
p＜．０１）．残渣分析を行ったところ，教諭，養護教諭で
必要であると回答した割合が，期待値より高く（p
＜．０１），保護者で期待値より低かった（p＜．０１）．「②
第二次性徴に関すること等」についてχ２検定を行った
結果，１％水準で有意だった（χ２

（２）＝４５３．９５８，p＜．０１）．
残渣分析を行ったところ，教諭，養護教諭で必要である
と回答した割合が，期待値より高く（p＜．０１），保護者
で期待値より低かった（p＜．０１）．「③人間関係に関す
ること等」についてχ２検定を行った結果，１％水準で
有意だった（χ２

（２）＝１９５．５６０，p＜．０１）．残渣分析を行っ
たところ，教諭，養護教諭で必要であると回答した割合
が，期待値より高く（p＜．０１），保護者で期待値より低
かった（p＜．０１）．「④性交・結婚に関すること等」に

表１０ 特別支援学校における性教育に必要と考えられている
指導内容 （％）

分類／対象 教諭（２） 養護教諭（２） 保護者（１）

①「身体に関する
こと等」

９１．７（１）
７７／７

１００（１）
３１／０

３４．９（１）
２２０／４１０

②「第二次性徴に
関すること等」

８０．５（２）
４９１／１１９

８６．２（２）
１３１／２１

２４．８（１）
１５６／４７４

③「人間関係に関
すること等」

５８．４（２）
３５６／２５４

７３．７（２）
１１２／４０

２５．１（１）
１５８／４７２

④「性交・結婚に
関すること等」

４６．１（２）
２８１／３２９

６８．４（２）
１０４／４８

１５．１（１）
９５／５３５

⑤「性に関する問
題行動等」

７２．６（１）
６１／２３

９７．１（１）
３０／１

―
―

⑥「その他」
３０．８（２）
１８８／４２２

３６．２（２）
５５／９７

１．４（１）
９／６２１

※（ ）内の数字は文献数．
※⑤「性に関する問題行動等」の「―」の箇所は，調査該当

項目がない．
※保護者（１）は，保護者が直接回答している２００４年のデータ．
※下段は，実施校数／非実施校数．

表９ 性教育が「必要である」と回答した割合（％）

年／対象 教諭（３） 養護教諭（２） 保護者（１）

１９９８
９３．７（２）
５５２／３７

―
―

―
―

１９９９
―
―

９６．７（１）
１１７／４

―
―

２００４
―
―

―
―

４７．８（１）
３０１／３２９

２０１０
９５．２（１）
８０／４

９３．５（１）
２９／２

―
―

計 ６３２／４１ １４６／６ ３０１／３２９

※（ ）内の数字は文献数．
※「―」のところは，調査該当項目がない．
※下段は，実施校数／非実施校数．

表１１ 特別支援学校における性教育に必要と考えられている
指導内容（校種別） （％）

分類／対象
校種別

小学部（１） 中学部（１） 高等部（１）

①「身体に関する
こと等」

８９．３（１）
２５／３

８９．７（１）
２６／３

９６．３（１）
２６／１

②「第二次性徴に
関すること等」

７５．０（１）
２１／７

８９．７（１）
２６／３

９６．３（１）
２６／１

③「人間関係に関
すること等」

８５．７（１）
２４／４

９３．１（１）
２７／２

９６．３（１）
２６／１

④「性交・結婚に
関すること等」

２５．０（１）
７／２１

４１．４（１）
１２／１７

７４．１（１）
２０／７

⑤「性に関する問
題行動等」

３５．７（１）
１０／１８

９３．１（１）
２７／２

８８．９（１）
２４／３

⑥「その他」
３２．１（１）
９／１９

４１．４（１）
１２／１７

６６．７（１）
１８／９

※（ ）内の数字は文献数．
※下段は，実施校数／非実施校数．
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ついてχ２検定を行った結果，１％水準で有意だった
（χ２

（２）＝２１８．７０６，p＜．０１）．残渣分析を行ったところ，
教諭，養護教諭で必要であると回答した割合が，期待値
より高く（p＜．０１），保護者で期待値より低かった（p
＜．０１）．「⑤性に関する問題行動等」についてχ２検定を
行った結果，５％水準で有意だった（χ２

（１）＝６．６０４，p
＜．０５）．残渣分析を行ったところ，養護教諭で必要であ
ると回答した割合が，期待値より高く（p＜．０５），教諭
で期待値より低かった（p＜．０５）．

表１１の「①身体に関すること等」についてχ２検定を
行った結果，校種間に差は見られなかった．「②第二次
性徴に関すること等」についてχ２検定を行った結果，
校種間に差は見られなかった．「③人間関係に関するこ
と等」についてχ２検定を行った結果，校種間に差は見
られなかった．「④性交・結婚に関すること等」につい
てχ２検定を行った結果，１％水準で有意だった（χ２

（２）

＝１３．７６３，p＜．０１）．残渣分析を行ったところ，高等部
の必要性の認識が期待値より高く（p＜．０１），小学部の
必要性の認識が期待値より低かった（p＜．０１）．「⑤性
に関する問題行動等」についてχ２検定を行った結果，
５％水準で有意だった（χ２

（１）＝２８．８９３，p＜．０５）．残渣
分析を行ったところ，高等部の必要性の認識が期待値よ
り高く（p＜．０１），小学部の必要性の認識が期待値より
低かった（p＜．０１）．

Ⅳ．考 察

１．性教育の実施状況
本研究は，全国の特別支援学校を対象として，性教育

の実施状況，ニーズについて質問紙法による調査を行っ
ている文献を抽出し，記載されたデータを比較可能な形
で整理することで特別支援学校における性教育の実態を

明らかにすることを目的とした．
校種別において，高等部での実施率が高く，小学部で

低いことが明らかになった（表４）．高等部での実施率
が高い理由として，「性教育を始めるきっかけ」に，「性
的問題行動に対する対応」があり２１），第二次性徴の発現
とともに性の問題行動が表面化してくることに合わせて
性教育の必要性を感じられるようになることが考えられ
る．また，小・中学部と比べて，卒業後の生活など，社
会との関わりがとりわけ身近になる２１）といった，卒業を
控え，性教育の必要性が高く求められる状況にあること
も理由の一つではないかと考える．小学部での実施率が
低い理由として，性教育実施内容の，「身体に関するこ
と」の実施率は高いが，「第二次性徴に関すること等」「人
間関係に関すること等」，「性交・結婚に関すること等」，
「性に関する問題行動等」の実施率が低く（表７），性
に関する内容や男女交際などの人間関係についての性教
育の実施率が低いことが関連していると考えられる．木
戸らが，障害を抱える児童生徒の性犯罪の被害者や加害
者になる可能性について指摘している２）ことを考えても，
性に関する問題が表面化する前の段階での性教育の実施
が必要になると考える．年度別の実施状況では，年度が
進むとともに増加傾向にはなく，一貫したデータは得ら
れていない．今後も継続して実施状況を調査していく必
要があると考える．
２．特別支援学校における性教育のニーズ

性教育の必要性について「必要である」と回答した割
合は，保護者の性教育へのニーズが教諭や養護教諭より
低いことが示された（表９）．保護者は，子どもの結婚
や性交渉に対して，消極的である上１０），基本的に，自分
の子どもへの教育ニーズというとらえ方をするのに対し，
教諭・養護教諭の場合には，多くの児童生徒と接する中
で，必要性の有無を判断するため，教諭・養護教諭と保
護者間に，このような差異が見られるのではないかと考
える．また，木戸らの調査により，多くの親が知的障害
をもつ子どもの性に関することであまり悩んでいなく，
子どもの性別によっても状況が異なることが明らかに
なっている１８）．文部省（現文部科学省）は，性教育実施
上の留意点として，学校が行う性教育の目標や内容・指
導方法について保護者に対しても理解と協力を求める必
要がある，また，保護者の同意を得られる内容であるこ
と１），という指針を示している．ニーズの認識が教諭・
養護教諭よりも低い保護者の同意を得ながら進めていか
なければならないことが，特別支援学校での性教育の実
施を難しくしている要因の一つになっていると考える．

また，保護者が実際に回答しているデータは，２００４年
の一件のみで，その調査内容は，「学校における性教育
に賛成か」という，学校での性教育の必要性の有無に限
定されていた．保護者自身が，どのような場所で誰にど
のように性教育を実施してほしいか，という保護者を主
体とした調査は行われていない現状があることも明らか

表１２ 調査年別での特別支援学校における性教育に必要と
考えられている指導内容 （％）

分類 １９９８（２） ２０１０（１）

①「身体に関すること等」
―
―

９３．９（１）
１０８／７

②「第二次性徴に関すること等」
８０．５（２）
５２１／１２６

８７．８（１）
１０１／１４

③「人間関係に関すること等」
５５．６（２）
３６０／２８７

９３．９（１）
１０８／７

④「性交・結婚に関すること等」
４９．３（２）
３１９／３２８

５７．４（１）
６６／４９

⑤「性に関する問題行動等」
―
―

７９．１（１）
９１／２４

⑥「その他」
２９．１（２）
１８８／４５９

４７．８（１）
５５／６０

※「―」は調査該当項目がない．
※下段は，実施校数／非実施校数．
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になった．
３．特別支援学校における性教育に必要と思われる指導
内容と実際の指導内容の比較
表７と表１１より，学校における性教育に必要と思われ

る指導内容と実際の指導内容を比較した．「身体に関す
ること等」は，小学部，中学部，高等部の全てにおいて，
ニーズ，実施率ともに高い．身体に関することは，教育
課程（保健体育，理科）への位置づけが比較的容易であ
り，教える内容が明確であること，また教材として視覚
化が可能であり，授業を行いやすいことなどが，要因と
して考えられる．「第二次性徴に関すること等」は，小
学部のニーズ，実施率が，高等部よりも低かった．性に
関する体の発育・発達は障害がある人もない人も同様１）

であり，第二次性徴の発現に合わせて，ニーズ，実施率
が上がり，小学部の段階ではニーズ，実施率ともにより
低くなっていると考える．「人間関係に関すること等」
は，ニーズは小学部，中学部，高等部の全てにおいて高
いが，実施率は高等部のみが高く，小学部では低い．小
学部で実施率が低いのは，どのような教材を用いて，何
を教えるのかということが，明確にされていないため，
授業を行うにあたっての教材開発にコストがかかること，
教育課程への位置づけが容易ではないこと，男女交際等，
性に関連した人間関係に関する問題行動が，まだ表面化
しにくい時期であることなどから，必要性は認識しなが
らも，先送りされていると考える．「性交・結婚に関す
ること等」は，小学部ではニーズが低く実施率も低い．
高等部ではニーズも，実施率も高くなっている．考察の
「Ⅳ．１．性教育の実施状況」の内容と同様，高等部は，
小・中学部と比べて，卒業後の生活など，社会との関わ
りがとりわけ身近になる２１）といった，卒業を控え性教育
の必要性が高く求められる状況にあることが影響してい
ると考える．「性に関する問題行動等」は，小学部では
ニーズ，実施率ともに低い．高等部ではニーズも，実施
率も高い．小学部では性に関する問題行動が，表面化し
にくい時期であることがニーズ，実施率の低さに繋がっ
ているのではないかと考える．高等部では，実際に男女
交際を行う生徒がいること，性被害にあう可能性が高く
なるなど，問題が表面化してくることを反映し，ニーズ
が高くなっているのではないかと考える．

上述のように，問題が表面化しない時期では，性に関
する内容の性教育のニーズや実施率が低い現状があるこ
とがわかった．考察の「Ⅳ．１．性教育の実施状況」の
内容と同様，性犯罪に巻き込まれる可能性があることか
ら，問題の表面化しないニーズの低い時期から，実施し
ていく必要があると考える．また，ニーズが高く，実施
率の低い内容については，ニーズに応じた性教育の実施
が必要になると考える．

Ⅴ．結 語

本研究は，全国の特別支援学校を対象として，性教育

の実施状況，ニーズについて質問紙法による調査を行っ
ている文献を抽出し，記載されたデータを比較可能な形
で整理することで特別支援学校における性教育の実態を
明らかにすることを目的とした．その結果，性に関する
内容の性教育のニーズや実施率が低い現状や，必要と思
われる内容の実践ができていないことが明らかとなった．
その背景には，教育課程への位置づけが困難なことや性
の問題行動が表面化しない時期には関心が低い，保護者
のニーズが高くないことなどが考えられた．また，性教
育の内容は，障害の種別や状態に応じての調査が行われ
ておらず，保護者の実際のデータが２００４年の一件しかな
いことなどもわかった．今後は，障害種別に応じた性教
育内容，保護者が実際に考える性教育の必要性やその内
容，性教育の形態等の実態調査を行っていく必要がある．
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Ⅰ．諸 言

わが国では，教員養成段階で「教員として最小限必要
な資質能力」を身につけさせることが求められている１）．
そこで「教員として最小限必要な資質能力」を教科指導
に関する資質能力として注目した場合，教員養成段階で
は教科指導を採用当初から実践できる力量を身につけさ
せることが求められていると考えられる２）．このことは，
中学校や高等学校において保健授業を担当する保健体育
教師志望学生（以下，教師志望学生）も例外ではない．
しかし，わが国では，大学や短期大学において保健を専
門とする教員が少ないことや，教育実習生が体育授業を
多く経験しており，保健授業の実習時間を如何に確保す
るのかが課題になっているなど，教師志望学生の力
量（注１）が十分に形成されていないと考えられる．

このような背景の中，教員養成段階において保健授業
を担当する教師志望学生の力量形成に関する研究はどの
ように行われているのか未だ十分には明らかにされてい
ない．

例えば，岩田ら３）は，教員養成段階における保健授業
の「実践的指導力」の育成を視座におき，保健の模擬授
業を通して教師志望学生の「省察」の内容と構造を事例
的に検証し，「省察」の内容は，「教師の態度」「授業の
計画」「授業の実施」の３つに大別されることを明らか
にしている．さらに，保健授業における教師志望学生の
「省察」の構造は，「授業の計画」における「教材・教
具」と，「授業の実施」における「教授行為」が大きく
関与していることを指摘している．また，岩田ら４）は，
教師志望学生を対象に，高校の保健内容の習得状況につ
いて調査し，大学生の保健知識の習得は十分とは言えず，
教員養成課程において保健分野の教育の改善や充実が必
要であることを示唆している．

このように，教員養成段階において教師志望学生の保
健授業の力量については，「省察」や教科内容の知識な
どの視点から研究が行われている．しかし，教員養成段
階における教師の力量形成には，模擬授業での「省察」

や知識の習得といった明示的な能力のみならず，教師志
望学生が保持する授業や教師に関する考えや信念なども
重要であることが指摘されている５）．

また，佐藤ら６）は，教師の実践的思考様式を追及する
過程において，教師の熟達が「授業観や学習観として概
括される信念（注２）に支えられている」と述べており，教
師の保持する授業観や学習観などの熟達が教師の成長と
無関係でないことを指摘している．また，山崎７）は，教
員養成における教師志望学生の授業の構想と実践に関す
る力量形成の可能性を検討するためには，授業観や教師
観などの様態と変容について教育実習や教育実習以外の
授業科目と関係付けて解明していくことの必要性を指摘
している．さらに，山崎２）はどのような授業を目指して
いるか，どのような授業をよい授業と考えているか，ど
のような授業の実現に価値を見出しているのかなどの内
容を含む教師の考えを授業観として捉えており，教師が
獲得し向上させていく教師の力量と関係しているとして
いる．

これらのことから，教員養成段階において教師志望学
生が保持する授業観や教師観などを検討することは，教
師志望学生の保健授業の構想や実践に関する力量形成に
ついて有益な視点を提供することになると考えられる．

教員養成おける教師志望学生の保健授業観について，
嘉数８）は，教育実習前後において教師志望学生の保持す
る授業観について保健授業イメージから検討している．
そこでは，比喩生成課題を用い，教師志望学生が教育実
習の前後において「保健授業の目標」「保健授業の学習
形態」「保健授業の実践」「保健授業の意義」に関する保
健授業イメージを保持していることを明らかにしている．
そして，教育実習を経験することで，教師志望学生の授
業イメージが変容し，それには他者との関わりが影響を
与えたことを示唆している．

一方で，他教科では，山崎９）が小学校理科の指導法に
関する科目である「初等理科教育法Ⅰ」を受講した学生
の理科授業観の形成とその時期，変容について自由記述
式の質問紙による調査から，「情意面に関するもの」「認

保健体育教師を志望する学生の保健授業観に関する研究
嘉 数 健 悟
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知面に関するもの」「学習の内容や授業の形態・方法に
関するもの」から構成される２４個の理科授業観の観点が
あることを明らかにしている．また，嘉数ら１０）は「目指
す体育授業」として示された教師志望学生の１年生～４
年生の体育授業観について検討し，教師志望学生の保持
する体育授業観は，「体育授業の目標」「体育授業の雰囲
気」「体育授業の実践」「体育・運動好きが増える授業」
の４つに大別され，「体育授業の目標」に関しては，半
数以上の学生が有している考えであることを指摘してい
る．

これらのことを踏まえると，教員養成段階では，教師
を目指す学生たちに教科の知識や指導法を身につけさせ
るだけでなく，どのような保健授業を目指しているか，
どのような保健授業をよい授業を考えているかなど，保
健授業の構想と実践に関わる保健授業観も保健授業の質
を左右する重要な要素として位置づけられると考えられ
る．

そこで，本研究では，教師志望学生がどのような保健
授業観を保持しているのか，その様態（注３）を明らかにす
ることを目的とする．また，その様態が学年間によって
異なるのかについても検討する．

Ⅱ．研究方法

１．調査対象者とその属性
調査は，２０１０年４月上旬に行った．調査対象者は，国

立大学法人のＡ大学教育学部健康スポーツ系コースに所
属する１～４年生の計１３０名である．１年次（３５名）は，
附属学校での「教育実習入門Ⅰ」を受講している学生を
対象とし，２年次（３５名），３年次（３２名）は保健体育
の教員免許取得に必要な「教科の指導法に関する科目」
を受講している学生を対象とした．４年次（２８名）は，
全員が教育実習を経験しており，研究の趣旨に同意を得
た者を対象とした．
２．調査内容

教師志望学生の保健授業観を明らかにするために，
「あなたが目指す保健授業とはどのような授業ですか．
現時点でのあなたの考えを書いて下さい．また，それを
比喩（～ようだ）で表現して，その理由（～するべきだ
からである）を書いて下さい」という山崎７）を参考に作
成した質問紙を，教師志望学生に記述形式で回答させた．
また，教師を目指しているか，目指していないかについ
ても回答させた．なお，どの学年も約３０分の時間を設け
た．この時，「みなさんが将来，保健体育教師になった
際に，どのような保健授業をしたいのか，どのような保
健授業を目指しているのかを調査しています．また，そ
れを考えるようになった契機があれば，それについても
書いて下さい」という教示も行った．
３．分析内容とその手順

分析は，記述の不備や記述内容が意味不明で理解でき
なかった５名（１年生２名，３年生３名）を除いた，１２５

名分を対象とした．
まず，教員養成段階における学生たちの保健授業観を

明らかにするために，「あなたが目指す保健授業とはど
のような授業ですか．現時点でのあなたの考えを書いて
下さい」（以下，「目指す保健授業」と略記）という欄の
記述を分析の対象とし，比喩やその説明は，「目指す保
健授業」の意味内容の解釈や分類した結果の解釈の際に
参考にした．分析の対象とした記述は，すべて１文での
記述となっていたため，その１文を１区切りとして分析
した．

以上を踏まえ，「目指す保健授業」の考えを整理する
ために，KJ法１１）の要領で帰納的に分類し，調査者と大学
教員①（大学において保健体育教員養成に従事して６年
目），大学教員②（中学校の保健体育教師として１０年以
上の現場経験があり，保健体育教員養成の大学教員１年
目）の計３名で行った．その際，記述された内容を３名
で協議しながら分類し，お互いの意見が一致しない場合
は，少数意見であってもお互いが納得する意見であれば，
その意見を採用して分類を行った．

次に，整理した保健授業観の内容が教育実習の経験の
有無によって異なるのかを明らかにするために，各カテ
ゴリーについて学年ごとにその人数と割合を算出した．

Ⅲ．結 果

１．「目指す保健授業」の全体的な内容
表１は，教師志望学生が「目指す保健授業」として示

した保健授業観のカテゴリーを示したものである．また，
表２は，それぞれの小カテゴリーを代表するような記述
例を示したものである．表１に示したように，教師志望
学生の保健授業観は，「保健授業の雰囲気」「保健授業の
実践」「保健授業の内容」「保健授業の目標」の４つのカ
テゴリーから構成されている．

まず，第１の大カテゴリーである「保健授業の雰囲気」
は，中カテゴリーとして「楽しい雰囲気のある授業」や
生徒が「主体的に取り組む授業」などから構成されてい
る．また，小カテゴリーとして「楽しい雰囲気のある授
業」は，「楽しみながら学べる授業」や「ユーモアのあ
る授業」，「盛り上がる授業」から構成されている．さら
に，「主体的に取り組む授業」は，「生徒が真剣に取り組
む授業」，「生徒参加型の授業」から構成されている．

次に，第２の大カテゴリー「保健授業の実践」は，中
カテゴリーの「生徒の学ぶ意欲のわく授業」や小カテゴ
リーの「わかりやすい授業」，「常識を教える授業」から
構成されている．さらに，中カテゴリーの「生徒の学ぶ
意欲のわく授業」は，「興味がもてる授業」や「退屈さ
せない授業」，「自ら学びたくなる授業」などから構成さ
れている．

次に，第３の大カテゴリーである「保健授業の内容」
は，中カテゴリーの「日常生活に生きる授業」と小カテ
ゴリーの「体育と関連させた授業」から構成されている．
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また，中カテゴリーの「日常生活に生きる授業」は，「リ
アリティーのある授業」と「自分のためと思える授業」
から構成されている．

最後に，第４の大カテゴリーである「保健授業の目標」
は，中カテゴリーの「思考を促す授業」と「知識を身に
つけさせる授業」から構成されている．また，中カテゴ
リーの「思考を促す授業」は，「驚きや発見ある授業」
と「考えさせる授業」から，「知識を身につけさせる授
業」は「正しい知識を教えられる授業」と「生きること
の大切さを教える授業」からそれぞれ構成されている．
２．学年別の「目指す保健授業」の違い

表３は，「目指す保健授業」として示された各カテゴ
リーにおける各学年の人数とその割合を示したものであ
る．

全体で，最も多くの教師志望学生が保持している「保
健授業の内容」は，４年生が１３名（４５％）となっており，
次いで３年生の１２名（４１％），１年生の１０名（３０％），２
年生の９名（２５％）となっている．次に，「保健授業の
雰囲気」は，２番目に多くの学生が保持しており，２年
生が１３名（３６％）と最も多く，１年生の１０名（３０％），３
年生の９名（３１％），４年生の３名（１０％）となってい
る．次に，「保健授業の実践」は，１年生が１０名（３０％），
２年生が８名（２２％），３年生が７名（２４％）の順になっ

ており，４年生では１名（７％）しか保持していない．
「保健授業の目標」は，４年生が１１名（３８％）と最も多
く，１，２，３年生が数名となっている．

Ⅳ．考 察

１．「目指す保健授業」の全体的な内容
まず，第１の大カテゴリーの「保健授業の雰囲気」に

ついて検討する．
「楽しい雰囲気のある授業」は，生徒たちが楽しく学

べることや教師が楽しい雰囲気を創り出すなどが含まれ
ている．これは，授業の展開においてどのような雰囲気
で授業を実践し，いかに生徒たちを引きつけるのかなど，
保健授業の中に日常生活における楽しさの視点を取り入
れようとしていると考えられる．
「主体的に取り組む授業」は，「生徒全員が真剣に取り

組んでくれるような授業」（比喩：「命とむきあうよう
な」）や「生徒同士の意見交換の場」（比喩：「討論の場」）
とあるように，教師志望学生は保健授業において生徒間
や生徒と教師間の関わりによって，生徒が真剣に取り組
めるような授業や生徒たちの主体性を引き出すような授
業を実践すること目指していると考えられる．「寝てい
る生徒がいない授業」は，「眠っている生徒がいない授
業」（比喩：「びっくり箱」）や「眠たくならない楽しい

表１ 教師志望学生が示す「目指す保健授業」と示す保健授業観の様態

大カテゴリー 中カテゴリー 小カテゴリー

保健授業の雰囲気

楽しい雰囲気のある授業

楽しみながら学べる授業

ユーモアのある授業

盛り上がる授業

主体的に取り組む授業
生徒が真剣に取り組む授業

生徒参加型の授業

寝ている生徒がいない授業 寝ている生徒がいない授業

保健授業の実践

生徒の学ぶ意欲のわく授業

興味がもてる授業

退屈させない授業

自ら学びたくなる授業

生徒がまた受けたいと思える授業

わかりやすい授業 わかりやすい授業

常識を教える授業 常識を教える授業

保健授業の内容
日常生活に生きる授業

リアリティーのある授業

自分のためと思える授業

体育と関連させた授業 体育と関連させた授業

保健授業の目標

思考を促す授業
驚きや発見のある授業

考えさせる授業

知識を身につけさせる授業
正しい知識を教えられる授業

生きることの大切さを教える授業

＊中カテゴリーの網掛け部分は，小カテゴリーと同じカテゴリー名となっている．
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表２ 教師志望学生が示す「目指す保健授業」の小カテゴリーの記述例

大カテゴリー 小カテゴリー 記 述 例 比 喩

保健授業の雰囲気

楽しみながら学べる
授業

全員が楽しみながら学べる授業 脳トレ

楽しくためになる授業がしたい 笑点

ユーモアのある授業
楽しくユーモアのある授業 お笑い

笑いがでる授業 トーク番組

盛り上がる授業 超盛り上がる授業 カラオケのテンション

生徒が真剣に取り組
む授業

生徒が真剣に取り組むことのできる授業 生活の教科書

生徒全員が真剣に取り組んでくれるような授業 命と向き合うような

生徒参加型の授業
生徒同士の意見交換の場 討論の場

生徒との対話 生徒との会話

寝ている生徒がいな
い授業

眠っている生徒がいない授業 びっくり箱

眠たくならない楽しい授業 ダイヤの原石

保健授業の実践

興味がもてる授業
全員が関心を持てる授業 トリビア

生徒に興味をわかせためになるような授業 しゃべり場

退屈させない授業
退屈しない楽しい授業 ねんど

楽しく退屈にならない授業 トロピカルフルーツ

自ら学びたくなる授
業

生徒が自らどんどん追求していきたくなるような授業 温泉の源泉

自分の考えを積極的に発言してくれるような授業 進研ゼミ

生徒がまた受けたい
と思える授業

楽しみになるような授業 ３時のおやつ

楽しく，興味がもててまた受けたいと思える授業 遠足

わかりやすい授業
みんなが楽しく理解しやすい授業 １＋１のような

わかりやすい授業 太陽

常識を教える授業
みんなに常識を教える セミナー

常識をしっかり，じっくり教えられる授業 時計

保健授業の内容

リアリティーのある
授業

生徒に非常に身近な内容を取り上げ，日々の生活にいかせる授業 病院の先生の診察

日常生活により近い実用性のある授業 テレビ番組

自分のためと思える
授業

内容を生徒自身が自分の体験や考えとつなげることができる授業 ドキュメンタリー

自分のこととしてしっかりととらえ，考えられる授業 生きる学び

体育と関連させた授
業

（体育）運動のためにプラスとなる授業 ふりかけ

日常生活やスポーツをやっている上で，役に立つ情報を提供できる ニュース

保健授業の目標

驚きや発見のある授
業

「なぜ」と思う授業 なぞなぞ

いつも生徒に驚きと発見がある授業 トリビア

考えさせる授業 考えさせる授業 テスト

正しい知識を教えら
れる授業

「いざという時に知っておきたい」を伝えられる授業 常備薬

必要なことが正しく，わかる．また必要なことを気付かせる授業 攻略本

生きることの大切さ
を教える授業

＊そのまま 歌
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授業」（比喩：「ダイヤの原石」）と記述している．また，
このカテゴリーに関する回答をしたほとんどの教師志望
学生は，どのような保健授業を目指しているのかにつて
考えるようになった契機として，「生徒の時の経験」や
「過去の経験」，「自分の受けた授業」などを挙げていた．
つまり，教師志望学生は，保健授業に対して，「保健授
業＝眠い授業」というネガティブな印象を持っており，
その反面教師として「寝ている生徒がいない授業」につ
いての考えを保持していると考えられる．

このように，第１の大カテゴリーは保健授業の実践に
おける生徒たちの雰囲気を中心とした考えとなっており，
教師や生徒，生徒間における関わりの中でより良い保健
授業を実践するという考えを含んでいるのが特徴と考え
られる．

次に，第２の大カテゴリー「保健授業の実践」につい
て検討する．このカテゴリーは，実際の保健授業におけ
る教師の教授行為に関する考えとなっている．教師志望
学生は，「全員が関心を持てる」（比喩：「トリビア」）や
「退屈しない楽しい授業」（比喩：「ねんど」），「生徒が
自らどんどん追求していきたくなるような授業」（比喩：
「温泉の源泉」），「楽しく，興味がもててまた受けたい
と思える授業」（比喩：「遠足」）と記述しており，ただ
単に保健授業を実践するのではなく自らの実践が生徒た
ちの保健授業に対する興味や関心など，意欲を喚起する
ような授業をしたいと考えている．また，比喩の説明に
おいても「みんなが『なるほどな』『へぇ～』と思えて
ほしいから」（比喩：「トリビア」）や「どんな工夫の仕
方もあるから」（比喩：「ねんど」）と回答している教師
志望学生がいることから，教師の授業の工夫次第で保健
授業が楽しく，より良いものになると考えているようで
ある．

このように，第２の大カテゴリーは実際の保健授業に
おいて，生徒たちに保健授業の内容をどのように理解さ
せるのか，どのように興味や関心を引きつけるのかなど，
教師志望学生が保健授業を実践する際に重視したいこと
の内容を含んでいるのが特徴と考えられる．

次に，第３の大カテゴリー「保健授業の内容」につい
て検討する．「保健授業の内容」は，生涯を通じて自己
の健康を管理し，あるいは自己の健康問題を改善してい
くために，どのようなことを子どもたちに教えるのかと

いう考えが含まれている．例えば，「日常生活に生きる
授業」は，教師志望学生が「生徒に非常に身近な内容を
取り上げ，日々の生活にいかせる授業」や「内容を生徒
自身が自分の体験や考えとつなげることができる授業」
と記述しているように，どの項目の内容も実生活への結
びつきに関する考えとなっている．その理由として，教
師志望学生は「保健の授業で学んだことが今の生活にい
かされていると感じることが時々あるので」（比喩：「病
院の先生の診察」）や「自分の事として考えないと知識
は身につかない」（比喩：「ドキュメンタリー」）と述べ
ており，保健授業が実生活の中で生かされることが重要
と考えていることが挙げられる．

このように，第３の大カテゴリーは，保健授業が日常
生活における自己の健康を維持すること，そして運動と
の関わりについて学習するものであるという授業内容に
関する考えを含んでいるのが特徴である．

最後に，「保健授業の目標」について検討する．この
カテゴリーは，保健授業における生徒たちの認知的な学
習に関する考えになっている．例えば，「思考を促す授
業」は，「『なぜ』と思う授業」（比喩：「なぞなぞ」）や
「いつも生徒に驚きと発見がある授業」（比喩：「トリビ
ア」）についての考えとなっており，生徒たちの思考を
揺さぶり，学習内容を深めていくような授業であると考
えられる．特に，保健授業では「学習した知識を活用し，
子どもの理解がより深まるような活動を意識して設定す
ること」１２）が求められており，教師志望学生が子どもた
ちの理解を深めていくような学習についての観点を保持
しているということは重要であると考えられる．また，
教師志望学生は「知識を身につけさせる授業」について
の考えも有していることから，実生活に生きる実践的な
知識を身につけさせたいと考えているようである．

このように，第４の大カテゴリーは，保健授業におい
て子どもたちの知識や理解，そして思考を促すなど保健
授業の目標の中でも，認知的な学習に関する考えを含ん
でいるのが特徴である．

ところで，近年，教員養成段階では，教師志望学生の
指導案の作成や教授行為などの明示的な能力だけでなく，
教師志望学生が保持する教師観や授業観，子どもに関す
る考えや信念などが教師志望学生の成長に影響すること
が明らかとなっている５）１３）１４）．また，森１５）は，健康教育の

表３ 各学年の「目指す保健授業」のカテゴリーの人数とその割合

１年生
（n＝３３）

２年生
（n＝３５）

３年生
（n＝２９）

４年生
（n＝２８）

合計
（n＝１２５）

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

保健授業の雰囲気 １０ ３０ １３ ３６ ９ ３１ ３ １０ ３５ ２８
保健授業の実践 １０ ３０ ８ ２２ ７ ２４ １ ７ ２６ ２１
保健授業の内容 １０ ３０ ９ ２５ １２ ４１ １３ ４５ ４４ ３５
保健授業の目標 ３ １０ ５ １７ １ ４ １１ ３８ ２０ １６
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パラダイム転換には，保健教師教育のパラダイム転換と
保健教師の意識の転換と「質」的向上が必要であること
を指摘している．この点を踏まえるならば，健康教育の
基礎を担う小・中・高等学校における保健授業を充実さ
せるには，その授業を担う教師の力量を育てる必要があ
ると考えられる．つまり，教師となる前の教員養成段階
では，保健授業の実践に関する基礎的な教授技術や教科
内容の知識の習得と合わせながら，保健授業観や教材観
などについても複合的に形成していくことが求められる
と考えられる．
２．学年別の「目指す保健授業」の違い

第１に「保健授業の内容」について検討する．Graber１６）

やDoolittle et al１７）は，教師志望学生の授業への考え方が
生徒の頃の経験に由来することを指摘している．また，
大学の講義や教育実習等を通して学習したことに対して
フィルターをかけ自分の考えに適合するものは取り入れ，
合わないものは無視することも指摘している．つまり，
教師志望学生は，「保健授業の内容」に関する授業観を
生徒としての過去の経験から形成し，保持しており，そ
れは大学に入学しても変化せずに保持される傾向にある
と考えられる．とりわけ，３，４年生は１，２年生より
も多く保持していることから，「保健授業の内容」に関
する大学の講義や経験等を好意的に受け止めていること
が示唆される．

第２に「保健授業の雰囲気」と「保健授業の実践」に
ついて検討する．この２つのカテゴリーに共通すること
は，１，２，３年生において２０％以上が保持されている
のに対して，４年生では１０％以下になっていることであ
る．このことについて，嘉数ら１０）は，教育実習を経験し
ている４年生と経験していない１，２，３年生では，保
持する授業観の内容に差異が生じることを明らかにして
いる．とりわけ，「体育授業の実践」と「体育・運動好
きが増える授業」については，教育実習を通してこれら
に関する授業（「１人１人の個性を重視した授業」「わか
りやすく説明する授業」）を実践するのは難しいと考え
るようになり，他の重視した考えを保持するようになる
と指摘している．また，嘉数８）は「実習生は教育実習で
の経験を通して保健授業を実践することの難しさに直面
し，教育実習前に保持していた保健授業イメージを再認
識する機会が得られなかった」と述べている．

以上を踏まえると，「保健授業の雰囲気」と「保健授
業の実践」は，教育実習を経験した４年生に意識されに
くく，教育実習を経験していない１，２，３年にとって
は意識されやすい考えであることが示唆される．その要
因として，教育実習を経験している４年生は，実際に授
業を実践することで「盛り上がる授業（「保健授業の雰
囲気」に分類）」や「わかりやすい授業（「保健授業の実
践」に分類）」などの授業の実現が難しいことに気づき，
「保健授業の雰囲気」と「保健授業の実践」についての
考えを問い直すようになったと考えられる．

最後に，「保健授業の目標」について検討する．「保健
授業の目標」は，教育実習において実際に授業を実践し，
指導を受けることによって形成される考えであることが
示唆される．その背景には，『教育実習での経験が「体
育授業の目標」の考えを明確に持つようになる契機に
なっている』１０）ことが考えられ，４年生が教育実習にお
いて授業を実践する中で，授業の目標に関する授業観を
次第に形成していったと考えられる．

本研究では，教師志望学生の１年生から４年生を対象
とし，学年に関係なく保持している「目指す保健授業」
や教育実習を経験している４年生と経験していない１，
２，３年生とで保持している「目指す保健授業」が異な
るものもあった．しかしながら，本研究は，同一学年を
縦断的に調査しその学年の４年間における「目指す保健
授業」の形成過程を調査したのではなく，異なる学年の
「目指す保健授業」から，その保持する様態を比較して
いる．そのため，今後は，同一学年を４年間，あるいは
６年間と追跡しながら，教員養成カリキュラムとの関連
における教師志望学生より詳細に調査する必要があると
考えられる．

Ⅴ．要 約

本研究では，教師志望学生がどのような保健授業観を
保持しているのか，その様態を明らかにすることを目的
とし，また，その様態が学年間によって異なるのかにつ
いて検討した．その結果，以下の３点が明らかとなった．

１）教師志望学生の保健授業観は，「保健授業の雰囲
気」「保健授業の実践」「保健授業の内容」「保健授
業の目標」の４つのカテゴリーから構成されている．
とりわけ，「保健授業の内容」については，最も多
くの教師志望学生が保持しているカテゴリーであっ
た．

２）教育実習を経験している４年生と経験していない
１，２，３年生では，「保健授業の雰囲気」と「保
健授業の実践」に関する考えに差異が生じている．

３）「保健授業の目標」は，４年生が教育実習におい
て授業を実践する中で，授業の目標に関する授業観
を次第に形成していくものである．

〈付記〉
本研究は，JSPS科研費 （若手Ｂ：課題番号２４７００６３５）

による研究成果の一部である．

〈注〉

⑴ ここでの「力量」とは，山崎１８）の「単に知識・技術のレ
ベルに限定するのではなく，しかしあまり人格性全般のレ
ベルまで拡大することもせず，『教職活動を支える知識と
価値観を含めた場合』の用語」に依拠し，教科指導を採用
当初から著しい支障が生じることなく実践できるため知識
と技能と価値観を含んだものとする．
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⑵ 「信念」は授業観や指導観，教材観など多義的な意味で
用いられている１９）．山崎２）は，教師の「信念」や価値観を
示すものとして，授業観を挙げており，それらは，授業の
構想と実践，及び教師が獲得し向上させていく教師の「力
量」と関係していると考えている．そこで，本研究では山
崎２）の定義に依拠し，以下の内容を含んだものを授業観と
して捉える．
①どのような授業を目指しているか
②どのような授業をよい授業と考えているか
③どのような授業の実現に価値を見出しているのか

⑶ 「様態」とは，「実態の変化してゆくかりそめの形態，
従って実態の非本質的な状態」（広辞苑第６版，２００８，p.
２８８９）のことである．本研究では「様態」を保健授業観が
変化してゆく形態として捉え，１～４年生の調査時点にお
ける保健授業観のことを指す．
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「School Health」掲載論文の抄録

School Health Vol.１０,２０１４
【Research Note／資料】

Circumstances and Issues Relating to School Health Management
in Brazilian Schools in Japan

Yumi Sato, Junko Yamada, Ikue Kiryu, Narumi Ide, Tomoko Saitoh and Megumi Yuki
［School Health Vol.１０,９―１８,２０１４］

http:／／www.shobix.co.jp／sh／tempfiles／journal／２０１４／０６６.pdf

Aims: This study aimed to clarify the circumstances and issues surrounding school health management in Bra-
zilian schools in Japan.

Methods: The participants were the principals of five Brazilian schools in Japan. A semi-structured interview
was conducted about the approaches to school health management, and the results were analyzed using qualita-
tive inductive methods.

Results: The content of implementation items of school health management were classified into five categories:
１）Daily health observation, ２）Coping when children feel sick, ３）Health guidance, ４）Medical management and
５）Health checkups. Issues of school health management recognized by principals were classified into two catego-
ries:１）Parents’responses to their child’s poor physical condition and２）Cannot share of a child’s health informa-
tions with parents. Issues of health and lifestyle habits of the children attending Brazilian schools in Japan recog-
nized by principals were classified into three categories: １）Physical and mental, ２）Dietary habits and３）Health-
related lifestyle.

Conclusions: The circumstances and issues surrounding school health management conducted in Brazilian
schools in Japan were clarified as follows: １）There are differences in the approach to school health management
among Brazilian schools in Japan; ２）Approaches to dental health instruction and follow-up health checkups are
performed in all schools; ３）There are issues in daily life for Brazilians living in Japan concerning the background
of health issues; and４）There is a difference in the awareness of the child healthcare between“schools”and“par-
ents”of Brazilian in Japan.

在日ブラジル人学校における学校保健管理の実態と課題

佐藤由美，山田淳子，桐生育恵，井出成美，齋藤智子，結城 恵

研究目的：本研究の目的は，在日ブラジル人学校における学校保健管理の実態と課題を明らかにすることである．
研究方法：在日ブラジル人学校５校の学校長を対象とした．学校保健管理の取り組み等について半構成的面接を行

い，質的帰納的に分析した．
結果：実施している学校保健管理の内容は，［日々の健康観察］，［体調不良時の対応］，［保健指導］，［医療的管理］，

［健康診断］であった．学校長が認識している学校保健管理上の課題は，［健康状態がよくない時の保護者の対応］，
［保護者と健康情報の共有ができないこと］であった．学校長が認識している子どもの健康や生活習慣の課題は，［身
体・精神面］，［食生活］，［健康に関連する生活］であった．

結論：在日ブラジル人学校における学校保健管理の実態と課題として，次のことが明らかになった．１）在日ブラ
ジル人学校における健康管理の取り組みは，学校間で差がある．２）歯科指導，学校健診のフォローアップは全ての
学校において行われている．３）子どもの健康上の課題の背景には，在日ブラジル人としての固有の生活上の課題が
ある．４）日本におけるブラジル人“学校”と“保護者”の間には，子どもの健康支援に関する意識の違いがある．

連絡先：〒３７１―８５１４ 前橋市昭和町３―３９―２２ 群馬大学大学院保健学研究科看護学講座（佐藤）

英文雑誌
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会 報 一般社団法人日本学校保健学会
第７回理事会（議事録）

日 時：平成２６年６月２９日（日） １３：００～１５：１５
場 所：聖心女子大学１号館２階２０３教室
出席者：衞藤 隆（理事長）・植田誠治・野津有司・大沢 功・川畑徹朗・森岡郁晴（常任理事）・佐々木司（事務局

長）・七木田文彦（副事務局長）・数見隆生・面澤和子・朝倉隆司・遠藤伸子・岡田加奈子・近藤 卓・高橋
浩之・瀧澤利行・野井真吾・三木とみ子・渡邉正樹・中川秀昭・佐藤祐造・林 典子・宮尾 克・村松常
司・白石龍生・西岡伸紀・宮井信行・宮下和久・池添志乃・鈴江 毅・門田新一郎・住田 実・照屋博行
（理事）・大津一義・田嶋八千代（監事）・物部博文・内山有子（幹事）・岩田英樹（オブザーバー：第６１回
学術大会事務局長）

事務局：金子（㈱国際文献社）
欠席者：佐々木胤則

１．理事長挨拶
衞藤理事長より，挨拶と資料についての説明があった．

２．議事録の確認
衞藤理事長より，３月３０日第６回理事会議事録（案）について確認があった．

３．定員数確認
衞藤理事長より，定足数に関して，理事３８名のうち，現時点で３４名が出席しており，過半数の定足数を満たして

いることが確認された．
４．審議事項

１）・関東地区代議員地区移動と補充について
瀧澤関東地区代表理事より，鎌塚関東地区代議員が東海地区へ移動したことに伴い，関東地区代議員の補

充について説明があった．審議の結果，関東地区の代議員の次点者（石川哲也氏）を選定することが満場一
致で了承された．

・関東地区理事の地区移動と補充について
近藤関東地区理事の勤務先が九州・四国地区へ移動となったことに伴い，近藤地区理事は，関東地区理事か

ら外れ，「地区にかかわりのない理事」となるかについて提案がなされた．審議の結果，地区の移動は行わず，関
東地区理事を継続することが，満場一致で了承された．そのため，関東地区理事の補充は行われないことと
なった．

２）代議員・理事の地区移動に伴う規程の改正について（資料１）
瀧澤関東地区理事により，代議員・理事の地区移動に伴う規程の改正について，資料１に基づき，説明があっ

た．代議員規程第５条４行目の「補充の代議員を専任することができる」という文言について，自動的に補充さ
れる規定として変更するか，補充しないような規定するかについて制度改正を行ってもらいたい旨，提案がなさ
れた．審議の結果，本件は法・制度委員会で審議を行うことが，満場一致で了承された．

３）学会共同研究の選考結果について（資料２：回収資料）
森岡学術担当常任理事より，資料２に基づき，学会共同研究の選考結果についての説明があった．今年度の申

請は１件で，学術委員会において審議の上，採択されたとの説明があった．同案は審議結果，満場一致で了承さ
れた．

４）学会賞・学会奨励賞選考結果について（別資料１）
面澤学会賞選考委員会委員長より，別資料１に基づき，学会賞・学会奨励賞選考結果について説明があった．

その結果，「学校保健研究」より，学会賞１件，学会奨励賞１件の計２件，また「School Health」から学会奨励
賞１件の推薦が委員会より提案され，承認された（下記論文）．なお，論文は３編とも原著・Research paperで
あり，昨年と同様に審査を行った旨，説明があった．
○学会賞論文
論文名：インタ－ネット上の性情報への接触が中学生の性行動に及ぼす影響に関する縦断研究
著 者：宋 昇勲，川畑 徹朗，李 美錦，菱田 一哉，堺 千紘，辻 悟史，中村 晴信，今出 友紀子
○学会奨励賞論文
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論文名：中高生の睡眠習慣と精神的健康の変化に関する縦断的検討
著 者：股村 美里，宇佐美 慧，福島 昌子，米原 裕美，東郷 史治，西田 淳志，佐々木 司
論文名：Development of the Japanese Version of the Disordered Eating Attitude Scale（DEAS）-Validity and

Reliability among Female Univeristy Students
著 者：Naomi Chisuwa，Satoshi Shimai，Toshi Haruki，Martle Santos Alvarenga

また，高橋理事より，別資料１「平成２５年度学会賞選考結果報告」について，一部文言の削除の提案がなされ，
満場一致で了承された．

賞の授与については，一般報告会後の学会賞・奨励賞のセレモニーにて行われることが提案され，承認された．
５）入会申込み方法の変更について（web入会，入会書式の変更）（資料３）

植田理事より，資料３に基づき，入会申込み方法の変更について説明があった．
現在使用している入会申込書では，推薦者・専門分野・関連分野の項目等，詳細を記載する必要があったが，

これまでの会員名簿に反映させていない項目があったことや，学位の項目は必要ないのではないかという意見が
あり，内容を簡略化することとなった．具体的には推薦者・専門分野・関連分野・学位の項目はすべてカットす
る．なお，入会時の推薦者が不要となるため，今後は理事会にて入会者リストを回覧し，入会者を確認すること
となった．

また，今後は，団体会員と個人会員の入会申込書を異なるフォーマットとすることと，web上に入会登録画面
を作成し，web上で入会登録ができる申込フォームを作成することの２件について提案があり，審議の結果，満
場一致で了承された．

・入退会者の確認（資料４）
佐々木事務局長より，資料４に基づき，入会者，退会者についての説明があった．２０１４年４月１日から６

月２６日までの入会者は５７名，退会者は３４名であったことが報告された．また，今後入会される会員を理事会
にて承認することが提案され，審議の結果，満場一致で了承された．

６）名誉会員についての諸規程変更について（資料５）
佐々木事務局長より，資料５に基づき，会員規程「（名誉会員）第２条」が記載不備のため「（名誉会員）第３

条」（その後の条を一つずつずらす）へ変更すること，第３条すべての「年次大会」を「学術大会」へ変更する
こと，第３条１行目の「年次学会の２ヶ月前まで」を「学術大会前の理事会まで」へ変更するとの提案があり，
審議の結果，満場一致で了承された．

瀧澤理事より，代議員や理事が名誉会員の候補となった場合，役職にとどまるのかについて明確な規定がない
ため，法・制度委員会で検討してほしいとの提案があった．これについて，衞藤理事長より，現段階では，現役
の理事は名誉会員候補として選ばれることはなく，理事や代議員を退任後候補となることが一般的であるとの回
答があった．今後の法・制度委員会での検討課題とすることとなった．

また，名誉会員の推薦について８月末を締切りとして各地区代表理事が取りまとめの上，募集することとなっ
た．

７）第６３回日本学校保健学会学術大会選考の依頼について
衞藤理事長より，第６３回日本学校保健学会学術大会選考の依頼について説明があった．学術大会の開催場所は，

慣例に従い，関東ブロックで行われることとなった．
また，学会長候補者の推薦も，慣例に従い，川畑常任理事（第５９回大会学会長）がコーディネーターとなり，

瀧澤関東地区代表理事へ推薦者選考を依頼し，候補者を選考することが提案された．
上記の提案は，審議の結果，満場一致で了承された．

５．報告事項
１）ホームページ「マイページ」の設定について（資料６）

事務局（㈱国際文献社）の金子より，資料６に基づき，２０１４年６月４日にオープンした学会会員専用ページ（マ
イページ）について説明があった．具体的にはマイページへの接続方法，パスワードの変更，自身の名簿登録状
況の閲覧と変更，会費納入状況の閲覧の機能などについて報告があった．

２）登記の変更について（資料７）
植田総務担当常任理事より，資料７に基づき，事務局住所の変更に伴い，登記に記載されている事務局住所を

㈱国際文献社内の事務局住所へ変更したとの説明があった．また，登記の変更に伴い，規程の住所も変更された
との報告があった．

３）第６０回日本学校保健学会決算報告について（資料８）
内山第６０回年次大会事務局長より，資料８に基づき，第６０回日本学校保健学会決算報告について報告があった．
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後援者，協賛企業，演題数，参加者数，収入額，支出額が報告された．
当初の予算は１０９０万円で計上していたが，登録数，演題数，参加者数を考え，予算を編成し，８９６万９７５０円と

した．
今後，多くの会員参加を考えて，安定した参加者確保の対策が必要なのではないかとの意見があり，今後代議

員向けに行うアンケート上で改善案を記載することとなった．
４）第６１回日本学校保健学会学術大会進捗状況の報告（別資料２）

中川理事より，別資料２に基づき，第６１回日本学校保健学会学術大会進捗状況の報告があった．現時点でシン
ポジウム５件，教育講演５件，自由集会３件の申し込みがある．一般講演の申込受付も受付中であり，早期事前
申込の締め切り日は，２０１４年８月２９日（火）であるとの報告があった．

５）第６２回日本学校保健学会学術大会進捗状況の報告（資料９）
門田理事より，第６２回日本学校保健学会学術大会進捗状況の報告があった．使用予定の会場費について費用が

高額となるため，コンパクトな会場運営とし，節約を図りながら開催を準備しているとの報告がなされた．
６）事務局メールアドレスの変更，および新メーリングリスト（理事ML）について（資料１０）

七木田副事務局長より，資料１０に基づき，事務局のメールアドレスはjash.secretary@gmail.comからjash-post
@kokusaibunken．jpへ（しばらくは両メールを併存させる），理事用メーリングリストはjash_yakuin@
googlegroups.comからjash_BoTML@kokusaibunken.jpへ変更になったとの報告があった．また，現在理事用の
メーリングリストにてテストメールを送付しているが，メール受信時にテストメールが「ごみ箱」や「迷惑メー
ル」に振り分けられている可能性があるため，確認して欲しいとの依頼があった．

７）学会誌バックナンバーについて（事務局）
七木田副事務局長より，勝美印刷㈱で保管されていた過去の学会誌「学校保健研究」第５０巻１号から第５５巻６

号までの在庫があり，各巻号５冊ずつ無償で団体会員へ募集・抽選により配布する予定との説明があった．その
ため，後日団体会員へ，その旨をメールにて連絡するとの報告があった．

８）旅費の支払い方法について（事務局）
佐々木事務局長より，旅費の支払い方法が変更になったとの報告があった．
陸路での交通費の場合，各自，出金依頼書に交通費の申請額とルートを記入し，事務局へ送付する．後日，事

務局で，申請されたルートでの交通費の金額を検索し，どちらか一方の，料金が安い方の金額を振り込むことと
なった．なお，沖縄等陸路での参加が不可能な地域に関しては，事務局へ個別に相談することになった．

９）編集委員会報告（資料１１）
川畑編集担当常任理事より，資料１１に基づき，編集委員会についての報告があった．

査読用アンケートを行ったが，回答がない理事が多く見られたため，未回答の理事には回答をお願いしたいとの
報告があった．

Abstractの体裁が統一性に欠け，読みにくいとの指摘があったため，今後は，Abstractを目的・方法・結果等
項目別に記載するなど，Abstractの改善を編集委員会にて審議事項する．

また，現在，「School Health」の投稿規程ページがアクセスしにくい環境であるため，英文誌「School Health」
のホームページを改善することが提案され，承認された．

資料１１に基づき，「学校保健」と「School Health」投稿論文数の推移について説明があり，「School Health」
の投稿数が伸び悩んでいることから，今後「School Health」掲載の意義を広めていく必要があるとの報告があっ
た．

１０）学術委員会報告（資料１２）
森岡学術担当常任理事より，資料１２に基づき，学術委員会の報告があり，議事録の確認を行った．

１１）法・制度委員会報告（別資料３）
植田総務担当常任理事より，別資料３に基づき，法・制度委員会の報告があった．
三木理事が法・制度委員会の副委員長になり，また，会員への情報発信のシステムを検討中であることが報告

された．
１２）渉外・国際交流委員会報告（資料１３）

照屋理事（国際交流委員会委員長）より，資料１３に基づき，渉外・国際交流委員会について報告があり，留学
生セッション，IUHPEについて確認をした．

１３）学会後援についての報告（資料１４）
野津渉外担当常任理事より，資料１４に基づき，対外的な対応が増加傾向にあるため，委員会を設置したいとの

提案があり，承認された．
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１４）基本問題検討委員会報告
大沢担当理事（基本問題検討委員会委員長）より資料（追加資料）に基づき報告があった．理事を対象に７月

末締切りでメールで記名式のアンケートを実施するので協力が依頼された．
１５）第８回理事会の日程について

１０月１３日（月），聖心女子大学で開催される予定である．
１６）その他

・渡邉理事より学会より文部科学省に対し，新学習指導案要領改訂に向けて要望書を提出したほうがよいので
はないかとの意見があった．今後，学会の体制も含め検討していくこととなった．

・３月開催の理事会参加旅費の支給について，支払いが完了しているかの振り込み確認の確認依頼があった．
以上

議事録署名人 衞藤 隆 大津一義 田嶋八千代
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会 報

原稿の種類 内 容

１．総 説
Review

２．原 著
Original Article

３．研究報告
Research Report

４．実践報告
Practical Report

５．資料
Research Note

６．会員の声
Letter to the Editor

７．その他
Others

学校保健に関する研究の総括，解説，提
言等
学校保健に関する独創性に富む研究論文

学校保健に関する研究論文

学校保健の実践活動をまとめた研究論文

学校保健に関する貴重な資料

学会誌，論文に対する意見など（８００字
以内）
学会が会員に知らせるべき記事，学校保
健に関する書評，論文の紹介等

機関誌「学校保健研究」投稿規定（平成２５年４月１日改正）

１．本誌への投稿者（共著者を含む）は，一般社団法人
日本学校保健学会会員に限る．

２．本誌の領域は，学校保健およびその関連領域とする．
３．原稿は，未発表のものに限る．なお，印刷中もしく

は投稿中の原稿の投稿も認めない．
４．投稿に際して，所定のチェックリストを用いて投稿

原稿に関するチェックを行い，投稿者の記名・捺印の
上，原稿とともに送付する．

５．本誌に掲載された原稿の著作権は，日本学校保健学
会に帰属する．

６．原稿は，日本学校保健学会倫理綱領を遵守する．
７．本誌に掲載する原稿の種類と内容は，次のように区

分する．

「総説」，「原著」，「研究報告」，「実践報告」，「資料」，
「会員の声」以外の原稿は，原則として編集委員会の
企画により執筆依頼した原稿とする．

８．投稿された原稿は，査読の後，編集委員会において，
掲載の可否，掲載順位，種類の区分を決定する．

９．原稿は，「原稿の様式」にしたがって書くこと．
１０．原稿の締切日は特に設定せず，随時投稿を受付ける．
１１．原稿は，正（オリジナル）１部のほかに副（コピー）

２部を添付して投稿すること．
１２．投稿の際には，査読のための費用として５，０００円を

郵便振替口座００１８０―２―７１９２９（日本学校保健学会）に
納入し，郵便局の受領証のコピーを原稿とともに同封
する．

１３．原稿は，下記あてに書留郵便で送付する．
〒１１２―０００２ 東京都文京区小石川１―３―７
勝美印刷株式会社 内「学校保健研究」編集事務局
TEL：０３―３８１２―５２２３ FAX：０３―３８１６―１５６１
その際，投稿者の住所，氏名を書いた返信用封筒

（角２）を３枚同封すること．

１４．同一著者，同一テーマでの投稿は，先行する原稿が
受理されるまでは受付けない．

１５．掲載料は，刷り上り８頁以内は学会負担，超過頁分
は著者負担（１頁当たり１３，０００円）とする．

１６．「至急掲載」希望の場合は，投稿時にその旨を記す
こと．「至急掲載」原稿は，査読終了まで通常原稿と
同一に扱うが，査読終了後，至急掲載料（５０，０００円）
を振り込みの後，原則として４ヶ月以内に掲載する．
「至急掲載」の場合，掲載料は，全額著者負担となる．

１７．著者校正は，１回とする．
１８．審査過程で返却された原稿が，特別な事情なくして

学会発送日より３ヶ月以上返却されないときは，投稿
を取り下げたものとして処理する．

１９．原稿受理日は，編集委員会が審査の終了を確認した
年月日をもってする．

原稿の様式
１．原稿は，和文または英文とする．和文原稿は，原則

としてMSワードまたは一太郎を用い，Ａ４用紙４０字
×３５行（１，４００字）横書きとする．ただし査読を終了
した最終原稿は，CD，フロッピーディスク等をつけ
て提出する．

２．文章は，新仮名づかい，ひら仮名使用とし，句読点，
カッコ（「，『，（，［など）は１字分とする．

３．英語は，１字分に半角２文字を収める．
４．数字は，すべて算用数字とし，１字分に半角２文字

を収める．
５．図表，写真などは，直ちに印刷できるかたちで別紙

に作成し，挿入箇所を原稿中に指定する．
なお，印刷，製版に不適当と認められる図表は，書

替えまたは削除を求めることがある．（専門業者に製
作を依頼したものの必要経費は，著者負担とする）

６．和文原稿には，４００語以内の英文抄録と日本語訳を
つける．ただし原著，研究報告以外の論文については，
これを省略することができる．英文原稿には，１，５００
字以内の和文抄録をつける．また，すべての原稿に
は，５つ以内のキーワード（和文と英文）を添える．
これらのない原稿は受付けない．

英文抄録および英文原稿については，英語に関して
十分な知識を持つ専門家の校正を受けてから投稿する．

７．研究の内容が倫理的配慮を必要とする場合は，研究
方法の項目の中に倫理的配慮をどのように行ったかを
記載する．

８．正（オリジナル）原稿の表紙には，表題，著者名，
所属機関名，代表者の連絡先（以上和英両文），原稿
枚数，表および図の数，希望する原稿の種類，別刷必
要部数を記す（別刷に関する費用は，すべて著者負担
とする）．副（コピー）原稿の表紙には，表題，キー
ワード（以上和英両文）のみとする．

会 報
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９．文献は引用順に番号をつけて最後に一括し，下記の
形式で記す．本文中にも，「…知られている１）．」また
は，「…２）４），…１－５）」のように文献番号をつける．著者
もしくは編集・監修者が４名以上の場合は最初の３名
を記し，あとは「ほか」（英文ではet al.）とする．

［定期刊行物］ 著者名：表題．雑誌名 巻：頁―頁，発
行年

［単行本］ 著者名（分担執筆者名）：論文名．（編集・監
修者名）．書名，引用頁―頁，発行所，発行地，
発行年

―記載例―
［定期刊行物］
１）高石昌弘：日本学校保健学会５０年の歩みと将来への

期待―運営組織と活動の視点から―．学校保健研究
４６：５―９，２００４

２）川畑徹朗，西岡伸紀，石川哲也ほか：青少年のセル
フエスティームと喫煙，飲酒，薬物乱用行動との関係．
学校保健研究 ４６：６１２―６２７，２００５

３）Hahn EJ, Rayens MK, Rasnake R et al.：School to-
bacco policies in a tobacco-growing state. Journal of
School Health７５：２１９―２２５,２００５

［単行本］
〈和文〉
４）鎌田尚子：学校保健を推進するしくみ．（高石昌弘，

出井美智子編）．学校保健マニュアル（改訂７版），
１４１―１５３，南山堂，東京，２００８

〈欧文〉
５）Hedin D, Conrad D：The impact of experiential

education on youth development. In：Kendall JC
and Associates, eds. Combining Service and Learn-
ing：A Resource Book for Community and Public
Service. Vol １, １１９―１２９, National Society for Intern-

ships and Experiential Education, Raleigh, NC, USA,
１９９０

〈日本語訳〉
６）フレッチャーRH，フレッチャーSW：治療．臨床疫

学 EBM実践のための必須知識 第２版（福井次矢
監訳），１２９―１５０，メディカル・サイエンス・インター
ナショナル，東京，２００６（Fletcher RH, Fletcher
SW：Clinical Epidemiology. The Essentials. Fourth
Edition, Lippincott Williams & Wilkins, Philadelphia,
PA, USA,２００５）

［報告書］
７）和田清，嶋根卓也，立森久照：薬物使用に関する全

国住民調査（２００９年）．平成２１年度厚生労働科学研究
費補助金（医薬品・医療機器等レギュラトリーサイエ
ンス総合研究事業）「薬物乱用・依存の実態把握と再
乱用防止のための社会資源等の現状と課題に関する研
究（研究代表者：和田清）」総括・分担研究報告書，
２０１０

［インターネット］
８）厚生労働省：平成２３年（２０１１）人口動態統計（確定

数）の概況．Available at：http:／／www.mhlw.go.jp／
toukei／saikin／hw／jinkou／kakutei１１／dl／０１_tyousa.pdf
Accessed January６,２０１３

９）American Heart Association：Response to cardiac
arrest and selected life-threatening medical emer-
gencies：The medical emergency response plan for
schools. A statement for healthcare providers, policy-
makers, school administrators, and community lead-
ers. Available at：http:／／circ.ahajournals.org／cgi／
reprint／０１.CIR.００００１０９４８６.４５５４５.ADv１.pdf Accessed
April６,２００４
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投稿時チェックリスト（平成２４年４月１日改正）

以下の項目についてチェックし，記名・捺印の上，原稿とともに送付して下さい．

□ 著者（共著者を含む）は全て日本学校保健学会会員か．
□ 投稿に当たって，共著者全員の承諾を得たか．
□ 本論文は，他の雑誌に掲載されたり，印刷中もしくは投稿中の論文であったりしないか．
□ 同一著者，同一テーマでの論文を「学校保健研究」に投稿中ではないか．

□ 原著もしくは研究報告として投稿する和文原稿には４００語以内の英文抄録と日本語訳を，英文原稿には１，５００字以
内の和文抄録をつけたか．

□ 英文抄録および英文原稿について，英語に関して十分な知識を持つ専門家の校正を受けたか．
□ キーワード（和文と英文，それぞれ５つ以内）を添えたか．
□ 研究の内容が倫理的配慮を必要とする場合は，研究方法の項目の中に倫理的配慮をどのように行ったのかを記載

したか．
□ 文献の引用の仕方は正しいか（投稿規定の「原稿の様式」に沿っているか）
□ 本文にはページを入れたか．
□ 図表，写真などは，直ちに印刷できるかたちで別紙に作成したか．
□ 図表，写真などの挿入箇所を原稿中に指定したか．
□ 本文，表および図の枚数を確認したか．

□ 原稿は，正（オリジナル）１部と副（コピー）２部があるか．
□ 正（オリジナル）原稿の表紙には，次の項目が記載されているか．

□ 表題（和文と英文）
□ 著者名（和文と英文）
□ 所属機関名（和文と英文）
□ 代表者の連絡先（和文と英文）
□ 原稿枚数
□ 表および図の数
□ 希望する原稿の種類
□ 別刷必要部数

□ 副（コピー）原稿２部のそれぞれの表紙には，表題，キーワード（以上和英両文）のみが記載されているか（そ
の他の項目等は記載しない）．

□ 表題（和文と英文）
□ キーワード（和文と英文）

□ ５，０００円を納入し，郵便局の受領証のコピーを同封したか．
□ 投稿者の住所，氏名を書いた返信用封筒（角２）を３枚同封したか．

上記の点につきまして，すべて確認しました．
年 月 日

氏名： 印
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〈参 考〉
日本学校保健学会倫理綱領

制定 平成１５年１１月２日
日本学校保健学会は，日本学校保健学会会則第２条の規定に基づき，本倫理綱領を定める．

前 文
日本学校保健学会会員は，教育，研究及び地域活動によって得られた成果を人々の心身の健康及び社会の健全化の

ために用いるよう努め，社会的責任を自覚し，以下の綱領を遵守する．
（責任）
第１条 会員は，学校保健に関する教育，研究及び地域活動に責任を持つ．
（同意）
第２条 会員は，学校保健に関する教育，研究及び地域活動に際して，対象者又は関係者の同意を得た上で行う．
（守秘義務）
第３条 会員は，学校保健に関する教育，研究及び地域活動において，知り得た個人及び団体のプライバシーを守秘

する．
（倫理の遵守）
第４条 会員は，本倫理綱領を遵守する．

２ 会員は，原則としてヒトを対象とする医学研究の倫理的原則（ヘルシンキ宣言）を遵守する．
３ 会員は，原則として疫学研究に関する倫理指針（平成１４年文部科学省・厚生労働省）を遵守する．
４ 会員は，原則として子どもの権利条約を遵守する．
５ 会員は，その他，人権に関わる宣言を尊重する．

（改廃手続）
第５条 本綱領の改廃は，理事会が行う．
附 則 この倫理綱領は，平成１５年１１月２日から施行する．
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編 集 後 記

実践の場で用いている知には，経験の知，倫理の知，
自己認識の知，感性の知があり，４つの知は相互に関連
しながら実践を形づくっていくと言われています
（Carper,１９７８）．経験の知とは，理論や研究によって
導かれた科学的知見であり，それらの科学的な知を基盤
にしながら倫理観，感性をもち，自己を振り返りながら，
実践を豊かに発展させていくことを示しています．

いわば実践のなかで，獲得してきた様々な科学的知見
を相互に関連づけ，活用することによって知が深まり，
実践が豊かになると言えます．獲得した知が実践にどの
ように役立つのか，どのような実践のエビデンスになる
のかを吟味しながら深め，発展させていくことによって，
応用性のある知となっていくと考えます．近年，説明責
任が重視されている学校現場において，科学的なエビデ
ンスに基づく実践が不可欠であり，今後さらに科学的な
知を可視化して実践のなかで示していくことが重要にな
ると思います．

科学的な知は既存の理論や知識体系からも得ることが

できますが，実践の場で問いを発し研究することによっ
ても導くことができます．自らの問いを発して行った研
究で導かれた知は実践のエビデンスとなり，エビデンス
に基づく豊かな実践につながります．子どもの健康課題
が多様化している現在，その解決を探るには学校保健に
かかわる多様な学問領域の科学的知見が不可欠であり，
学校保健研究の担う役割の重みをあらためて実感します．

本誌第５号には，研究報告２編，資料２編を掲載する
ことができました．投稿してくださった会員の方々，査
読を引き受けていただきました査読者の方々に心よりお
礼申し上げます．今後も，学会会員の皆様の知的産物で
ある研究成果をより多くお伝えしてまいりたいと思いま
す．そして学校保健研究の質向上や研究者の育成などを
推進するうえでの学術誌の意義を心にとめ，編集に携
わってまいりたいと思います．

今後とも，ご協力のほどよろしくお願いいたします．
（池添志乃）
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